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第1章 序   

科学技術の進歩に伴い，多くの機械が小型化・高速化を目指す傾向が著しい．  

このことを騒音の面から考えると，機械が発生する音の高周波数化に帰着する．  

例えば，最近の家庭用電気掃除機からの騒音の卓越周波数は約3kHzとなっており  

（1），高周波数範囲での騒音となっている．この周波数は，掃除機のブロワの動翼  

枚数と回転数との積によって与えられるが，回転翼を持つ送風機や圧縮機におい  

てほこれと同様の騒音成分が生じており，それらは高周波数化の傾向にある．ダ  

クト系を伴う場合では，ダクト内を伝ばする音波が高周波数化することになる．  

さらに，周波数とダクト断面寸法との比率によっては，ダクト内を伝ばする音波  

には平面彼のみならず高次モード汲も含まれ，この高次モード波が騒音に大きく  

影響する．例えば，ジェットエンジンのフアンおよびコンプレッサから発生する  

騒音が，動翼列と静翼列との相互干渉によって生じる高次モード波に起因するこ  

とが報告されている（2），（3）．騒音対策の面からも，平面彼のみならず，高次モード  

波を含めてダクト内を伝ばする高周波数の音波の伝ば特性を明らかにすることは  

重要な課題である．   

従来から，断面変化を伴わないダクト内の音波の伝ば特性に関する研究は，  

種々のダクト断面形状に対して行われており，それらは壁面が剛である場合（4），（5）  

や壁面がある有限のインピーダンスを持つ場合（6），（7），ダクト内に流れがある場合  

（8），（9）等，多岐にわたっている．   

また，ダクトの途中に断面変化がある場合についても，種々の研究が行われて  

いる．1つの不連続断面変化部に平面披が入射する場合について理論解析した  

Mileよ10）の研究を端緒に，連続的に変化する断面変化部を階段状の形状で近似し  

て計算し，指数ホーンからの放射音に関する計算値と実験値とを比較した  

Al鮎dson（11），重み付き残差法と有限要素法を用いて計算した結果を比較した  

E，erSmanら （12）～（16），航空機エンジンの環状ダクト内の音響伝ばについて計算値  

と実験値を比較したNay触ら（17），マイクロ波理論との類似性に着目し散乱行列を  

－1－   



用いて計算したHuddeら（18）の研究がある．これらの研究の多くは平面渡，あるい  

は平面波を含む軸対称モード波（ダクトの周方向に関する音庄分布が一様である  

モード披）に主眼を置いているが，その結果を非軸対称モード波を含む高次モー  

ド故に拡張することは困難なことではない．しかし，実際には非軸対称モード波  

に対する理論解析は示されていない．さらに実験的な立場からは，複数のモード  

波の重なったダクト内音場の測定の困難さと単一モード波を出力する音源に問題  

があり，平面披が入射する場合を除けば，理論計算結果に対する実験的検証はほ  

とんど行われていない．調査した範囲内では，方形断面の曲がりダクトに対する  

Shepherdら（19）の報告があるだけである．また，理論計算方法が確立されている場  

合でも，特に高周波数範囲での数値計算結果の精度については，実験的検証がな  

されていないこととあいまって，明示されていない場合が多い．理論解析が正確  

であっても，これをコンピュータの数値計算プログラムに置き換えた時点で，計  

算は近似的なものになる．理論解析の実験的検証のみならず，数値計算プログラ  

ムの計算精度を評価し，計算精度を保つための検討を重ねることが不可欠であ  

る．コンピュータの計算能力が不十分であった時代における研究では，これらの  

検討が十分なされていない．   

一方，ダクト系の騒音対策には種々の有効な方法があり実用に供されている  

が，その理論解析の多くは平面波理論の成立する低周波数の範囲にとどまってお  

り，高次モード波を含む高周波数の音波の消音について理論的に明示したものは  

少ない．理論的に扱いやすいリアクティブ形消音器の特性についてさえも，一般  

に平面波理論の成立する低周波数範囲に対してのみ論じられている（20）．騒音対策  

において高次モード披を具体的に取り上げているものとしては，航空機エンジン  

からの高周波数騒音を減少させる方法に関するものが多く，これらの中には，騒  

音の発生自体を抑制する方法のみならず，発生した騒音を消音する方法も含まれ  

ている（21）．しかしながら，この分野において検討されている消音器の形状は複雑  

なものである（霊）．高次モード彼の伝ばに関して十分な検討がなされているとはい  

えない現状においては，一般的な形状の消音器に対しても高次モード披を含めて  

検討することにより，平面披理論からほ類推し得ない有意な結果を得る可能性が  
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あると思われる．ダクトからの騒音を低減させる方法を確立するためにも，ダク  

ト内を伝ばする高次モード彼の伝ば特性を研究し，その結果をもとにダクト内音  

波の消音について検討することは重要である．   

本研究では，流れを伴わない円形ダクト内の線形音場の理論式をもとに，断面  

変化を伴うダクト内での音波の伝ば特性を，高次モード波を含めて理論的に示  

し，精度の良い解を得るための検討を行う．また，高次モード波を含めて測定す  

ることが可能な実験装置を考案し，これを用いた測定によって，音波の伝ば特性  

を実験的に検証する．さらに，これらの解析の過程において，「ダクト壁面に設  

けた，流体抵抗が極めて小さいスリット状の断面膨脹部で音響フィルタを構成す  

ることにより，高次モード披および高周波数の平面彼の振幅を減少させることが  

可能である．」ことが明らかとなったので，これを，実験・理論の両面から確認  

した結果を示す．   

各章の内容については，章のはじめに記述するが，概略を述べると次のように  

なる．   

第2章では，本研究の理論計算の基礎となる円形ダクト内昔場の基本的な事柄  

について説明する．これをもとに，1つの不連続断面変化部での音波の反射・透  

過特性が，音庄値に関する連立方程式を解くことにより，すべてのモード波に対  

して求められることを示す．   

第3章では，断面変化部での音波の反射・透過特性を，高次モード汲も含めて  

測定するための実験装置について説明する．また，測定において付帯的に必要と  

なる，音波の距離減衰率の測定結果について述べる．そして，急変あるいはテー  

パ状に拡大・縮小する断面変化部での反射・透過率の測定結果を示し，検討を加  

える．   

第4章では，第2章の理論計算式をもとに，断面が連続的（テーパ状）に変化  

する場合の，音波の反射・透過率の計算方法について示す・そして，第3章の測  

定条件に対応する条件のもとでの数値計算結果を示し，測定結果との比較・検討  

を行う．  
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第5章では，第2章の理論計算式をもとに，ダクト壁面に設けたスリット状の  

断面膨脹部での，音波の反射・透過率の計算方法について示す。そして，スリッ  

トにおいて，高次モード波および高周波数の平面波の透過率が減少することを，  

理論的に示す．   

第6章では，第5車に示した音波の透過率の減少を検証するための実験装置に  

ついて示し，測定結果からも，スリットにおける高次モード波および高周波数の  

平面彼の透過率の減少が確認されることを示す．   

第7章では，第2～6章までの結果を総括および結論として，まとめて記す．  
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第2章 ダクト内音場の理論  

2。且はじめに  

外力および媒体の粘性が無視できる場合，剛体壁を持つ円形ダクト内の音波を  

表す式は，波動方程式を解くことにより求めることができる．この結果は良く知  

られており，音場は，ダクト壁面での境界条件およびダクトの周方向への連続性  

により定まる，複数のモード波の重ね合わせとして表される．本章では，まずこ  

れについて簡単に示し，本研究で扱うダクト内音場の基本的な事柄について説明  

する．   

断面変化を伴う円形ダクト内の音波を扱う場合，1つの不連続断面変化部での  

音波の伝ば特性が明らかとなれば，その結果を重ね合わせることによって，種々  

の形状の断面変化部に関する検討が可能となる．そこで，まずは1つの不連続断  

面変化部での音波の特性を明確に示す必要がある．   

本章では，1つの不連続断面変化部での音波の反射・透過特性が，音庄備に関  

する連立方程式を解くことにより求められることを示す．これは，MⅡes（10）が示  

した，拡大する不連続断面変化部に平面波が入射する場合の理論解析を拡張する  

ことにより得られる．   

第1単に示したとおり，断面変イヒ部での音場の理論解析には種々の方法が用い  

られており，MⅡesの方法は古典的なものである．Huddeら（18）は，Ⅷesの方法およ  

びそれを応用したAl鮎dson（11）の方法が反復計算を必要とすることの不便さを指摘  

している．Huddeらの，マイクロ波理論との類似性に着目した散乱行列を用いる  

方法は有効なものである．しかしながら，この方法では行列の要素が多く，M鮎s  

の方法よりも複雑である．また，近年のコンピュータの急速な高性能化によっ  

て，反復計算を行うことの不便さは，小型計算機においてもなくなってきてい  

る．   

以上の理由により，本研究ではM鮎sの方法を拡張した．ここでの理論解析にお  

いて，MⅡesの方法から拡張・改良した点についてまとめると，以下のようにな  
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る．  

（1）Milesは，軸対称モード波（ダクトの周方向に関する音庄分布が一様である  

モード波）のみについて理論展開しており，平面波が入射する場合のみを考えて  

いる．本研究では，非軸対称モード波を含め，任意のモード波が入射する場合に  

ついて理論展開した．  

（2）Milesは，ダクト内音波の音庄を表す式において，軸対称モード披の中の高  

次モード波については級数式を用いて表し，平面波を分けて扱っている．このた  

め，M鮎sが理論展開した式の表現は冗長になっている．本研究では，平面波を高  

次モード波の級数式の中に含めた．そして，非軸対称モード汲も含めたすべての  

モード披の特性が一組の式で表せるようにした．  

（3）M丑esは，理論展開した式を数値計算していないので，数値計算プログラミ  

ングに対する配慮はなされていない．本研究では，実際の数値計算を考え，プロ  

グラミングが簡単になるように記号を集約し，式表現を単純化した．  

（4）M封esは，理論展開において現れる積分式の分母が0になる場合を考慮して  

いないが，このことは数値計算上間患になる場合がある．本研究では，これを考  

慮した［例えば，後述の式（2．23）のαに関する場合分け］．  

（5）M丑esは，断面が拡大する場合のみの理論式を示している．本研究では，断  

面が縮小する場合についても考えた．断面が拡大する向きに音波が入射する場合  

と，縮小する向きに入射する場合とでは理論上の扱いが異なるが，この2つの場  

合をできるだけ同じパラメータを用いて表した．  

2。2 円形ダクト内音場  

音場を支配する波動方程式は，外力がなく， 重力の項が無視できる場合，音庄  

如こ関して，  

∇ち－⊥並＝O  
cユ ∂rユ  

となる．ここで，Cは自由音場での音速である．  
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円筒剛壁で囲まれた音場においては，円筒の中心軸をヱ軸とする円筒座標（れ軌z）  

を用いることにより，式（2．1）を変数分離法によって解くことができる．ここで，  

pが馴こ関して滑らかに連続であること，および剛壁面での境界条件   

如／∂r＝0 ………………………………………………………………… （2．2）   

により，解は断続的に無限個数存在する．これらの解を，時間Jに関する任意の角  

周波数揖の正弦関数の重ね合わせとして示すと，次のように表せる．  

ク＝真ゑタ肋塘r）cos（瑚）exp杵渕  

ここで，別に関する級数の第1項を示すm。は，乃＝0のとき0，乃≧1のとき1を表す  

記号とする．また，J乃は〃次の第1種Bessel関数であり，〃，椚で表される級数の各  

項は，位相速度  

v肌＝c甜（α2－の研2） －1／2 ……………………………………………… （2．4）   

でz方向に進行するモード波を表す．乃，椚はおのおの周方向および径方向のモー  

ドの次数を表す整数値であり，吼肌はこの（乃卿）モード彼の遮断角周波数である．   
従来の研究においては，軸対称モードである〃＝0の場合についてのみの記述が  

多く，この場合，式（2．3）の乃に関する級数はなくなり，椚に関する級数の第1項は  

刑＝0（平面波を表す）である．ところが，M玉esおよびAl鮎dsonは，軸対称モード  

のみを扱っているにもかかわらず，級数式をm＝1からとし，平面披を分けて式表  

現している．このため，彼らの理論展開式は冗長になっている．本研究では，〃  

＝0の場合は椚＝0から級数が始まるとした．さらに，記号椚0を用いることによ  

り，〝＝0と〃≧1の場合を1つの式（2．3）で記述した．この結果，理論解析において几  

＝0と乃≧1の場合を分けて扱う必要がなくなり，数値計算におけるプログラミン  

グも簡単になる．  

（乃，椚）モード披の断面内音庄分布を簡単に図式イヒし，囲2．1に示す．  
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「  

［二R  
n＝0，m＝0（PlaneWaVe）  

一千一二三  

♭隼』国巨国  
乃＝0，m＝1  乃＝1，刑＝1  乃＝2，刑＝＝1  

原宿   

緋頼国ヰ   
刀＝0，m＝2  乃＝1，m＝2  乃＝2，m＝2  

図2．1（乃，椚）モード波の円筒断面内音圧分布  

図2．1において，ダクト断面を表す円図の中の実線は外周を除き音庄0の位置  

（音波の節）を示し，＋－の符号はおのおのの領域での位相関係を示す．各円図  
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の下に示す曲線は，各円図の横方向の直径上での音庄分布の状態，すなわち，式  

（2．3）のrに関する項∫乃（吼椚r／C）を表している．平面波は，（岬）＝（0，0）のモ‾ド波  
として記述される．椚＝0となるモードは平面彼のみであり，高次モード波ほすべ  

て刑≧1のモード披となる．  

式（2．4）より得られる，各モード彼の位相速度と周波数との関係（音波の分散関  

係）を図2．2に示す．図の横軸には，音波の自由音場での波数慮とダクト半径止の  

積を用い，周波数を無次元化して表している．縦軸は位相速度v〝搾を，自由音場  

での音速cで割って無次元化したものである．図中の破線は，各モード彼の遮断  

周波数を示すものである．また，図が煩雑になるのを避けるために，乃≧4のモー  

ド故については示していない．  

（1（2’（3）（1‘2’‘2’‘2’β’  

6  

5  

4  

盲3  

2  

1  

0  

0  1   2  3  4  5  6  7  8  9   10  
たα  

図2．2（乃，椚）モード浪の分散関係   

図から明らかなように，高次モード波の軸方向位相速度v肌は，自由音場での  

音速cよりも大きい．また，周波数が減少するとv肌は急激に増加し，そのモード  

の遮断周波数において無限大となる．  
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各モード波の遮断周波数（遮断角周波数呵研）の値は，円筒剛壁での境界条件  

［式（2．2）］を解くことにより求められ，ダクトの直径をd，J乃′（q）＝0の椚番目の  

根を吼醐とすると，  

吼椚＝勾乃爪C／ゼ  
…………………………………………………………＝ 

（2・5）   

で与えられる・式（2・4）および図2・2から明らかなように，の＞吼例のときv研の値は  

実数となり音波は伝ばする（伝ばモード波となる）が，以＜叫抑のときγ肋の値は  

虚数となり音波は伝ばせずに減衰する．すなわち，非伝ばモード（減衰モード）  

披となる．  

2・3 不連続断面変化部での音場の理論  

本節では，本研究の理論計算上の礎となる，不連続断面変化部での音波の反  

射・透過特性の理論的導出方法について記述する．   

か3・1理論展開上の規約   

円筒剛壁で囲まれ，軸方向に関して無限遠に延びているダクトに，図2．3に示す  

1つの不連続断面変化部を考える．  

Duct 1 Duct 2 

L  

b po.l 

▼・・■ Q   

〆in】 ざ  

（∑刑（∑j㌔【in】） 
▼l■疇  ■13   

0  
Zoグロ】  Z  

〆1】  

勺 

（m＝m。，…，ml）   ¢＝椚。，…，椚2）   

図2．3 ダクトの不連続断面変化部  
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ここでは，図2．3のように，2つのダクトを，小径側をダクト1，大径側をダクト  

2として定める．音波が入射する向きとして，断面が拡大する場合（ダクト1から  

入射）と縮小する場合（ダクト2から入射）とを考える必要があるので，図2．3で  

は，入射彼の向きを1つに定めることはできない．すなわち，ダクト1またほ2  

を，入射側ダクトまたは透過側ダクトのいずれかであるとして特定化することは  

できない．しかしながら，図2．3のように，ダクトに固有な物理量をダクト直径の  

大小関係に対して固定して考えることにより，断面が拡大・縮小する2つの場合  

での記号の共通化が図れ，式表現が単純化できる．   

以下に，このことを含めて，本節での理論展開に共通な考え方を示す．  

（1）不連続断面変化部を挟んでダクトは同心であり，断面変化部での反射・透  

過により音波の周方向次数乃は変化しない．すなわち，乃が異なる音波どうしにつ  

いてほ，おのおのが独立であると考えることができる．そこで，乃を任意の1つの  

値に固定して考え，添字乃を省略する．例えば，遮断角周波数叫肌を‰と表す．  

（2）ダクト1，2に固有な値をおのおの上付き添字【1】，【2】を用いて示す・例え  

ば，ダクト1でのm次の遮断角周波数を戎1と表す．ただし，ダクトの内直径につ  

いてはdl，d2，内半径については勘，α2と表す・  

（3）ダクト1とダクト2との直径比尺dを  

尺d＝dl／d2 ……………………………………………………………… 
（2・6）   

とする．ダクトの大小関係より，必ず尺d＜1となる・  

（4）径方向次数椚については，式（2．3）から明らかなように，理論上椚。から無限  

大まで考えなければならないが，数値計算上は別の上限を定めることが必要であ  

る．ダクト1，2での径方向次数の最大値椚1，椚ヱを  

叫ル12＝dl／d2  
………………………………………………………… 

（2・7）   

の条件に最も近い整数値として定める（18）・  

（5）説明の都合上，径方向次数を表す記号として，ダクト1では椚または勘 ダ  

クト2では∫を基本的に用いる．  
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以上の考え方に基づくと，不連続断面変化部への入射彼の音圧p桝は，式（2．3）  

より，ダクト且から入射する場合，  

p【叫＝ゑp爪堆r）co輌軒剥  

ダクト2から入射する場合，  

……………………… （2．8）  

ダ【叫＝ゑダ∫躍r）cos血p軒剥   
……………………… （2．9）  

と表される．   

また，上記の入射波に対する反射・透過波として，ダクト1またはダクト2の中  

を断面変化部から遠ざかる向き伝ばする音波の音圧p【1】，ク【2】は，その昔庄複素振  

幅をP崇】（椚＝椚。，…，椚1），P㌘】（∫＝椚。，…，・椚2）として表すと，次のように示せ  

る．  

ク【1】＝ゑ可部cosヰト功  
…………………… （2．10）  

ク【2】＝皇可部cos鵡叩  

Z‾Zo   
…………………… （2．11）  

なお，座標βの原点は任意であるから，以上の式（2．8）～式（2．11）では，式（2．3）の仇  

が0となるように座標∂を定めている．   

ヱ・3・ヱ 断面が不連続に拡大する場合   

断面が不連続に拡大する場合，すなわち図2．3においてダクト1より音波が入射  

する場合について考える．  
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不連続断面変化部z＝Z。における境界条件は，  

（1）0≦r≦勘において，昔庄および粒子速度の連続より，   

ク【h】＋〆11＝p【2】 …………………………………………………・・……・ （2．12）  

＝壁  
＋  

∂z  

………………………………………………… （2．13）  

（2）dl≦r≦d2において，剛壁面に垂直な粒子速度＝0より，  

聖【ヱ】＝。  
∂z   

まず，式（2．8）・式（2．10）・式（2．11）にz＝Z。を代入し，これらを式（2．12）へ代入す  

る．ここで，入射彼のz＝z。での音庄複素振幅を  

P慧】＝Pヰー匝鼻） 
（脚0，…，ml）………………………… （2・15）  

と表すことにより，任意のーおよび∂の備に対して成立すべき式として，次式が得  

られる．  

ゑ（酬叫割＝ゑ叫剖  
……………………… （2．16）   

式（2．16）を，Besse欄数の直交性を利用して簡単にする．このため，式（2．16）の  

両辺に∫〝（粛】r／C）痛（“＝㍉Ⅵ。，…，叫）をかけ，rについて0から叫まで積分する  

と，次式が得られる．   

椚l 椚2   

∑ト（瑚）聴】＋P瑚＝∑喜J2恒）増（炉町…，椚1）…（2・17）  
椚＝椚0  ∫＝椚○  

ー13－   



ただし，  

梱）＝ど1堆終）血  

糊＝fl牌終）rdr  

＝＝…………………………… （2．18）  

＝…＝…………………………… （2．19）   

式（2．18）・式（2．19）を，ummelの積分公式（23）を用いて計算する．ここで，式  

（2．5）より，  

（椚＝削い…）……………………‥………・ 

dl＝草α2＝ヴ爪 
（2．20）  

であること，および，  

J楷dlト控d2ト〟ノ（扉0  （m＝椚0，…） …………… （2．21）  

であること，さらにm，以，∫は乃≧1の場合には0にならないことを考慮すると，計  

算結果は次のようになる．  

：m≠昆のとき  0   

αlヱ   

2   

α1ヱ   

2  

2   
卜捌瑚   ：椚＝沈≠0のとき  

1（椚，昆）＝  ＝……… （2、22）   

：椚＝〟＝0のとき  
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のど】≠α㌘】のとき  

‾dl  ヴ∫  

チJ乃（q“）∫〃  

ほ）2骨2α2  

J2（耶）＝竜山ど】＝α㌘】のとき  …（2．23）   

卜（調J刷  ：〟＝∫＝0以外のとき  

：㍑＝∫＝0のとき  

M㍊esおよびAl丘dsonが示した式の中には，式（2．23）のαに関する場合分けに対応  

するものは記述されていないが，これは，甜Ll】＝α皇2】のときに，粛】≠揖…21のとき  

の式の分子・分母の値が共に0となることに対応しており，数値計算上は不可欠  

な場合分けである．  

式（2．22）のJl（勒〟）の値が椚≠Ⅶのとき0であることから，式（2・17）の左辺の値は椚  

＝以のときのみ存在することになり，別に関する∑を消すことができる．また，式  

（2．22）の別についての記述は不要となる．この結果，式（2・17）は次のようになる・   

〝lユ   

′両）（ア㌣】石棺】）＝∑iJ2（沈，∫）P㌘－‡ （〟＝㍉Ⅵ0，…，ml）……… （2・24）  

∫＝〝10   

ただし，  

α1ユ   

2   

叫2   

2  

脚とき  杵渕刷日  
：昆＝0のとき  

……………… （2．25）  
㍉（昆）＝  

ここで，式（2．23）ののど】＝d21のときの∫，以に関する場合分けについては，αど】  

一15－   



＝㌔】で毘＝0のときには必ず∫＝0となり，α㌘】＝㌦】で“≠0（すなわち〟≧1）のと  

きには必ず∫≠0（すなわち∫≧り となることが自明であるから，∫についての記述  

ほ不要となる．すなわち，式（2．23）の揖㌘】＝d2】のときの式と式（2．25）とは同一な  

式になる．   

また，式（2．23）。式（2．25）から明らかなように，式（2．24）の〟に関するおのおのの  

式のうち〟≠0の場合は，その両辺のすべての項にJ尺（す“）が現れる・以＝0の場合に  

は，式（2．25）はd12／2であり∫乃（留“）が現れていないが，昆＝0となるのは肝0のとき  

のみであるから，この場合∫乃（ヴ“）＝J。（恥）＝J。（0）＝1であり， 腔0のときにも  

Jれ）が含まれていると考えてよい・すなわち・〟の備にかかわらず，式（2・24）の  

両辺で項轟ほ共通因数となっている・瑞項はBesse爛数の極値であり0とはな  

らないので，式（2．24）の両辺，すなわち式（2．23）・式（2・25）を∫乃（曾“）で割って簡単に  

することができる．さらに，式（2．23）・式（2．25）をβ12／2で割り，式（2．6）のダクト  

径此度。を用Vlて整理し，式（2．24）を反射波の音庄複素振幅P㌘】（以＝勒，…，叫）につ  

いてまとめると，次の式が得られる．  

〝lユ  

∑g2（耶）P！21 （〟＝椚。，…，叫）………… （2・26）  現l】＝一戸㌘1＋  

gl（〟）∫＝。  

ただし，  

：昆＝0のとき  

………………………… （2．27）  
gl（鎚）＝  

皇1－か拙  
：以≧1のとき   

：疋】＝〟㌘】のとき  gl（〟）   

訳跳J几′（月謝）  
g2（〟J）＝  …………………… （2．28）  

：揖ど】≠㌔】のとき   

留〟 ユー皮d2q∫ヱ  

つぎに，式（2．8）・式（2．10）・式（2．11）をzで微分して得られる式にz＝z。を代入  

し，これらを式（2．13）へ代入すると，任意のrおよびβの備に対して成立すべき式と  
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して，次式が得られる．なお，計算の都合上，ダクト2での径方向次数を椚で表し  

ておく．  

ゑ方陣」舶酬＝互新叫割  
（2．29）   

式（2．29）の両辺にJ几（d2】r／C）rd7（∫＝勒，…，椚2）をかけ，rについて0から巧まで  

積分する．このとき式（2．14）より，式（2．29）の右辺の値はα1≦r≦d2において0であ  

るから，右辺の積分範囲を0からα2までに変更することが可能である・結果とし  

て，次式が得られる．  

量  
刑＝仇○  

＝   
刑＝椚○  

（P慧l－P崇】）  （∫＝椚0，…，椚2）…（2．30）  
】   

v   
】‾桝   

γ   

ただし，  

梱）＝だ1牌刷  
rd′ …………………………………… （2．31）  

（2・32）   

榊＝枠瑚輝……………………………………   

式（2．31）・式（2．32）を式（2．18）・式（2．19）と同様にⅠヵmmelの積分公式を用いて計算  

すれば，式（2．32）は椚≠∫のときに0となり，式（2．30）の右辺のmに関する∑を消すこ  

とができる・これをもとにダクト径比尺dを用いて整理すると，透過彼の音庄複素  

振幅P王ユ】（∫＝椚。，…，椚ヱ）に関する次の式が得られる．  

v！ユ】芸 P！＝’＝  
g3（m，∫）  （f禦－P崇】）  （∫＝mo，…，m2）……… （2．33）   

】   
γ   
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ただし，  

の崇】＝d2】のとき  

：椚＝0のとき  

2‥椚≧1のとき 
卜鮒刷を ………………… （2．34，  g3（刑，∫）＝  

の崇】≠d2】のとき   

訳。留∫∫n（ヴ刑）∫几′（尺dq∫）  

曾椚 2一児d2q∫2  

：∫＝0のとき  

………………………… （2．35）   
g4（∫）＝  

：∫≧1のとき  

ここで，式（2．34）・式（2．35）の導出過程は式（2．27）・式（2・28）の場合と同様であ  

り，両者は対等な形の式となるはずである．しかし，式（2・27）・式（2・28）が共通因  

数のJれ（叫で整理可能であったのに対し，式（2・34）・式（2・35）の導出過程において  

ほ同様の共通因数が現れなかった．このため，方1と方4，およびだzとだ3とを比べ  

ると，おのおのを表す式が完全に対等な形とはなっていない・   

以上の結果から，式（2．33）を式（2．26）に代入してP！2】を消去すると，入射波の音  

庄複素振幅P慧】匝＝椚。，‥・，ml）を既知数とする，反射波の音庄複素振幅P崇】（〝「＝  

刑。，…，ml）に関する次の連立方程式が得られる・   

爪1 椚l   

（〟＝椚。，…，椚l）  ……………… ∑A肌P崇】＝∑B肌漂1  （2・36）  

爪＝椚○  〝l＝＝爪○  
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ここで，   

A肌＝  
∫＝仇8  

笛＋賦（祝）  
g2（〟，∫）方3（椚，∫）  

（〟＝椚0，…，椚1）＝… （2．37）  

g4（∫）   

B－門＝  

∫＝椚0  

g2（混，∫）方3（耶）v㌘】  
】  べ汀－8“爪gl（〟）（昆＝mo，…，椚1）…… （2．38）  

g4（∫）  v  

ただし，8はクロネッカのデルタである．   

式（2．36）を解けば，周方向次数〝を任意の1つの値に固定した，任意の音庄複素  

振幅P慧】匝＝椚。，…，叫）を持つ入射波に対する，反射波の音庄複素振幅P崇】匝＝  

椚0，…，ml）を求めることができる．この結果を式（2．33）へ代入すれば，透過波の音  

庄複素振幅P！2】（∫＝椚。，…，m2）が得られる．得られた音庄複素振幅の絶対値およ  

び位相角を求めれば，不連続断面変化部での各モード波の反射・透過の振幅・位  

相特性が明らかになる．また，入射波音庄を1つのモードの値のみ1とし，他モー  

ドでの値をすべて0として計算すれば，任意の1つのモード故に関する反射・透過  

率が得られる．   

2・3。3 断面が不連続に縮小する場合   

断面が不連続に縮小する場合，すなわち図2．3においてダクト2より音波が入射  

する場合についても，前項と同様に理論展開することができる．   

前項に対して，入射渡を考えるダクトが変わるだけであるから，この場合の境  

界条件は，  

（1）0≦r≦αバこおいて，昔庄および粒子速度の連続より，  

ク【1】＝〆叫＋〆2】…………………………………………………‥・…… （2．39）  

如【l】＿如【叫  
－－－ ＋   

∂z  ∂z  

………………………………………………… （2．40）  
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（2）dl≦r≦α2において，剛壁面に垂直な粒子速度＝0より，  

＋＝0……………………………………………………… （2．41）   

ここで，式（2・9）・式（2・10）・式（2．11）を式（2．39）・式（2．40）へ代入しz＝z。とすれ  

ば，前項と同様に理論展開することができる．なお，入射波のz＝＝z。での音庄複  

素振幅を，式（2．15）と同様に，  

ダ慧】＝ダ爪eXp  （m＝椚0，・。・，椚1）………………………… （2．42）  

と表す．また，理論展開において，式（2．18）・式（2．19）および式（2．31）・式（2．32）と  

同様の積分を行うが，式（2．40）をrについて積分する際には式（2．41）を用い，式  

（2・32）での計算と同様に，式（2．40）の右辺の積分範囲を0からα2までに変更する．   

ここでは，途中の計算過程は省略し，式（2．26）・式（2．33）に対応する結果のみを  

示す．透過彼の音庄複素振幅P㌘】（〟＝肌。，…，ml）については，  

丹＝一 匝0，…，椚1）……… （2・43）  

誌新2（珊＋瑚   

ただし，好1（〟ト片2（叫∫）を与える式は式（2．27）・式（2．28）である．また，反射波の  

音庄複素振幅曹】（∫＝椚0，…，m2）については，  

糎㌣】一 
方3（肌，∫）  

（∫＝椚0，…，椚2）……… （2．44）  

ただし，g3（椚，∫），g4（∫）を与える式は式（2．34）・式（2・35）である・  

式（2．43）・式（2．44）よりP！2】を消去すれば，現】に関する連立方程式が得られる・  

ここで，P㍊】を消去し，P㌘】に関する連立方程式を作ることも可能であるが，ダ崇】  

に関する連立方程式のほうが，前項に示した連立方程式（2．36）との整合性が良く  

なる．  
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得られる連立方程式は，次式となる．   

〝ll 椚2   

∑A肌P崇】＝2∑g2（耶）ア㌣】 （炉勒，…，叫）…………… （2．45）  

椚＝椚○ ∫＝椚○   

ここで，行列要素A肌を与える式は，式（2．37）である．   

式（2．45）を解くことにより，周方向次数乃を任意の1つの備に固定した，任意の  

音庄複素振幅P㌣】（∫＝椚。，…，椚2）を持つ入射波に対する，透過波の音庄複素振幅  

P崇】（以＝椚。，…，椚l）を求めることができる．この結果を式（2・44）へ代入すれば，反  

射波の音庄複素振幅P！2】（∫＝椚0，…，椚2）が得られる．   

断面が拡大する場合と縮小する場合の連立方程式，式（2．36）と式（2．45）とを比較  

すると，右辺の係数が異なることを除けば，計算すべき値（gl，g2，方3，g4，  

A“川）はすべて同じである．このようにできた理由は，図2・3に示したとおり，ダ  

クトに固有な物理量に対する添字を，音波の入射方向に対してでなく，ダクト直  

径の大小関係に対して固定して理論展開したからである．数値計算においては簡  

単な場合分けをすることにより，ほとんどの計算を断面が拡大・縮小する場合に  

おいて共通化でき，計算プログラムの作成が容易となる．  

2。4 まとめ   

以上，本章では，無限長円形ダクト内の1つの不連続断面変化部での，音波の  

反射・透過特性を求めるための理論式について示した．   

円形ダクト内を伝ばする音波の音庄を表す式をもとに，ダクトの一方向から不  

連続断面変化部に音波が入射するときの，入射・反射・透過彼の音庄複素振幅の  

関係を式で示した．この関係式をもとに，入射波音庄が既知であるときの反射・  

透過波音庄を求めるための連立方程式を導いた．   

この連立方程式は，対象とする音波が軸対称モード波（周方向次数乃＝0のモー  

ド波）である場合と非軸対称モード波（〝≧1のモード披）である場合とを併せ  

て，1つの式で示せるようにしたものである・また，不連続断面変化部が拡大す  

る向きに音波が入射する場合と縮小する向きに入射する場合とで，ほほ共通な式  
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となるように理論展開し，実際の数値計算のためのプログラミングが簡単となる  

ように，計算式を簡潔にまとめた．   

本章で導出した連立方程式が，音場を正確に表していることについては，以下  

の章において示す．  
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第3章 断面変化部での音波の反射噌透過率の測定  

3。且 はじめに  

本研究では円形ダクト内音場の特性を理論的に解析するとともに，ダクト内の  

音庄値を測定することによる実験的検証を行う．このために用いる測定装置の基  

本構成は，ダクトに設けた単一モード改発生可能な音源とマイクロホンとからな  

る．本章ではまず，この装置について説明する．すなわち，音源の構成，音源の  

有効性，さらには測定対象とするモード披に他のモード披が混入している場合の  

音庄値の分離方法などについて示す．   

つぎに，ダクト内音波の距離減衰率の測定結果を示す．この測定結果は，本章  

の目的である断面変化部での音波の反射・透過率の測定値の算出に用いる．すな  

わち，この値をもとに，反射・透過率測定時の，断面変化部とマイクロホンとの  

距離差に対する補正を行う．ダクト内音波の距離減衰に関する理論的研究は，高  

次モード波に対しても種々行われているが（24），実際の測定装置および測定条件に  

おけるダクト内音波の距離減衰率を，実験的手法以外で正確に予測することは困  

難であるため，ここでの測定が必要となる．   

さいごに，断面変化部での音波の反射・透過率の測定方法について述べ，断面  

が急変またはテーパ状に拡大・縮小する断面変化部に，平面披・（1，1）モード披・  

（2，1）モード披が入射する場合の，反射・透過率の測定結果を示す．結果より，断  

面変化部での音波の伝ば特性について考察を加える．  

3・三 門形ダクト内音波の音圧測定装置  

3・ヱ・1測定系の構成   

本研究で用いたダクト内音庄分布測定装置の，基本的な構成について示す．   

装置のブロック線図を図3．1に示す．ダクトとして配管用炭素鋼鋼管を用いた  

（以下の文章中において，配管用炭素鋼鋼管を示す場合には，鋼管または管と記  

す）．本研究で使用した鋼管は，呼び径32A（外径公称値d。＝担2．7mm，肉厚公  
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称備ゎ＝3．5mm），朝A（d。＝担臥6mm，か＝3．5mm），50A（d。＝鱒0．5mm，み＝  

3．8mm）の3種類である．  

図3．2 単一モード波を出力する音源の構成  
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鋼管に，単一モード披を出力するための音源を設けた．これは図3．2に示すよう  

に，鋼管の1つの断面内に周方向900間隔で4個のスピーカを取り付けたものであ  

る．4個のスピーカは，図3．1に示したとおり，分配器を介して関数発生器（エヌ  

エフ回路設計ブロック1930A）に並列に接続されており，この分配器によって，  

関数発生器から各スピーカへ送る信号の位相をおのおの別個に反転させることが  

できる．図3．2の各スピーカA，B，CおよびDに入力する倍号の位相を，全部同相  

とするとき平面波が発生し，この状態からBおよびCを逆相とするとき図中の直径  

3を節とする（1，1）モード波，BおよびDを逆相とするとき直径1および3を節とする  

（2，1）モード波を作り出すことができる．   

スピーカとしてほ直径が小さいことを重視し，外径¢15．8mmのステレオ・イヤ  

ーレシーバ（SONYMDR－E444）を選択した．4個のスピーカの周波数特性は異  

なっており，全周波数帯域に対してすべてのスピーカの出力が同じになることは  

ありえない．そこで，図3．1に示した分配器内に4個の可変抵抗器を設け，これら  

を4個のスピーカに対しておのおの直列に接続し，4個のスピーカの出力が同じに  

なるように抵抗値を設定した．測定においては，測定周波数を変えるたびに抵抗  

値を調節し，各スピーカの出力を同じにした．   

測定に用いたマイクロホンは，直径卵．6mmのエレクトレツトコンデンサ・マ  

イクロホン（SONYECM－155）である．これを，図3．3に示す取付けアダプタを用  

いて管内に挿入した．管壁の振動がマイクロホンに伝わらないように，アダプタ  

を軟質プラスチックで作製した．また，アダプタに銅製パイプを内接し，マイク  

ロホン・サポートパイプに固定したマイクロホンが上下にスライドできるように  

した．マイクロホン・サポートパイプの管内挿入部分については，できるだけ管  

内の音場を乱さないように直径卯．5mmのステンレスパイプを用いた・   

マイクロホンからの検出信号を，アンプを用いて増幅し，フーリエ解析器（小  

野測器CF－350）によって，自己相関解析を行った．結果から自己相関関数ので＝0  

の値（その信号の分散備に対応する）を読み取ることにより，音庄振幅値を求め  

た．  
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図3．3 マイクロホンの鋼管壁への取付状態   

本研究の測定装置の場合，鋼管内部は鋼管外部と遮断されており，測定者場へ  

のノイズの混入は極めて少ない．また，前述のとおり，管壁の振動が伝わりにく  

いようにマイクロホンを取り付けている．さらに，音源から出力される音波の振  

幅が小さいことと，後述の3・3・1項の平面彼の距離減衰率測定結果より鋼管壁がほ  

ぼ剛体と見なせることから，管壁自体もほとんど振動しないと考えられる．すな  

わち，管内音庄測定時に，音源が管壁を直接加振することによる管壁振動の測定  

音場への影響はほぼないと考えられる．   

ただし，本研究で用いた鋼管の場合，囲3．4に示す管壁振動モードと図2．1に示  

した管内音波のモードとの周方向次数が一敦し，さらに管塵振動と管内音波との  

管軸方向波長が一敦したときに，両者が達成状態になり振動が卓越する（25）・この  

場合の管内での音庄測定値は不正確なものとなる可能性があるが，文献（25）から  
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明らかなように，達成振動ほ管内音波の遮断周波数に近い周波数で起こり，遮断  

周波数からある程度離れた周波数範囲では達成振動の影響ほない．また，遮断周  

波数に近い周波数範囲においても，達成振動が起こる周波数を避ければ，管壁振  

動の影響はないはずである．実際には，文献（25）で用いた音源に比べて本研究の  

音源での出力振幅が小さいこともあり，以後に示す測定において管内音庄測定値  

が特定の周波数で卓越することはなく，管壁振動の影響はないとして測定を行っ  

た．  

、－‾古‾■■  
〃＝＝0  

丁  

〝＝2  

図3．4 薄肉円筒（鋼管壁）の同方向振動モード  

図3．5 管端での音波の反射を防ぐための吸音材   

管路が無限長という状態を作り出すために，図3．5に示す形状と材質の吸音材を  

管の両端に取り付けた．この吸音材は，無響室で用いられるガラス繊維製の吸音  
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くさび（26）を参考に作製した．吸音くさびは，その長さの4倍以下の波長を持つ音  

波を十分に吸収することが知られている．本研究で測定対象とした音波の中で波  

長が最も長いのは，平面波では2．50kHzでの約1仙nm，（1，1）モード披では亜A鋼管  

における5．00k托zでの約300mm，（2，1）モード波でほ50Å鋼管における6．50kHzでの  

約21蝕Imであり，軸方向長さが2仙nmである図3．5の吸音材によって十分な吸音効  

果が得られると考えた．この吸音材を用いることにより，測定を行う各モード扱  

および測定周波数に対して両端からの反射波が十分減衰することについては，管  

端に金属製の反射板を取り付けた場合と吸音材を取り付けた場合との管内音場の  

音圧測定値の比較を行い，さらに吸音材の軸方向長さを変化させたときのダクト  

での距離減衰率測定値の変化を調べることによって，実験的に確認した（27）．   

3。ヱ。ヱ 音源の検定   

図3．1に示す測定装置において40A鋼管を周い，音源からマイクロホンまでの距  

離を882mmとした・そして，マイクロホンを径方向に川mmずつ移動しながら，  

各モード彼の音庄を測定した．高次モード波を測定する場合には，各モード波の  

断面内音庄分布の腹，すなわち図3．2において，直径3が節である（1，1）モード彼の  

場合は直径1，直径1および3が節である（2，1）モード披の場合は直径2および4上を  

マイクロホンが移動するように測定の周方向位置を選んだ．このため，ダクト壁  

面の周方向に450間隔となる3カ所に，マイクロホンを挿入する穴を設けた．測定  

周波数（単一周波数）は，各モード彼の管内での速断周波数の億をもとに，測定  

するモード披が管内で一番高次の伝ばモード波となる周波数を選んだ．   

参考のために，本研究で用いた鋼管の内径実測値（担）と，その鋼管径におけ  

る各モード彼の遮断周波数を表3．1に示す．遮断周波数は，自由音場での音速を。  

＝343・7mカ（200Cでの値）として，式（2．5）より求めた催である．本研究で測定対  

象とした乃＝0，1・2の高次モード波の中で，遮断周波数の小さい順に（1，1）モード  

波・（2，1）モード渡・（0，1）モード波・（1，2）モード渡・（2，2）モード波についての億を  

示す．  
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表3．1各鋼管の内径実測値およびその鋼管径における速断周波数  

Cut－0好餌quency kほz  
郎 mm  

（1，1）   （2，1）   （0，1）   （1，2）   （2，2）   

32Å   35．7   5．64   9．36   11．7   16．3   20．6  

50A   53．2   3．79   6．28   7．88   11．0   13．8  

まず，平面波を発生させたときの測定結果を図3．6に示す．測定周波数は  

4．00kHzである．図中の径方向位置は，管軸からの距離rを管の内半径αで割って無  

次元化したものである．また音庄値は，径方向に関する全測定値の平均値を1と  

するときの相対値である．音圧分布はほとんど歪んでおらず，マイクロホンを管  

内へ挿入することによる管内音場への影響はないものと思われる．  
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図3．6 平面浪の径方向書圧分布測定値  
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つぎに，（1，1）モード汲（6．00kHz）と（2，1）モード波（9．00kHz）を発生させた場  

合の測定結果を，おのおの図i7および図3．8（a）と（b）に示す．図の縦軸および横軸  

の表し方は，図3．6と同様である．また図3．8（a）と（b）は，周方向に関して互いに900  

離れた位置での測定結果である．図中の実線は，管内音波の式から計算される径  

方向音庄分布［式（2．3）の㌻に関する項右（山肌r／C）］を，音庄測定値に沿うように  

表したものである．この曲線の求め方については，次項に示す．   

図3．7・図3．8より，（1，1）モード波と（2，1）モード波を発生させた場合について  

も，おのおののモード扱が支配的に発生していることが分かる．   

以上の結果より，囲3．2の音源を用いて単一モードの音波を発生させることが可  

能であることが明らかとなった．  

RadilaI氾S  

図3．7（1，1）モード波の径方向音圧分布測定値  
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（b）図3．2の直径4上で測定した場合   

図3．8（2，1）モード波の径方向書庄分布測定値  
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3。2。3モード波が混在するときの音圧測定値の分離   

前項において，本研究で用いる音源から単一モードの音波を発生させることが  

可能であることを示したが，図3．6の平面彼の測定値に比べると，図3．7・図3．8の  

高次モード波の場合，測定値は完全な単一モード彼の音庄分布からわずかにずれ  

ている．例えば，図3．7の（1，1）モード彼の場合，音庄測定値ほ図の径方向位置の＋  

側よりもー側のほうがやや大きく，音庄0の位置が少し＋側へずれている．ま  

た，図3．8（a）および（b）の（2，1）モード彼の場合，おのおのの図の径方向位置の＋側  

と－側とで音庄値がわずかに異なることに加えて，断面中心付近での音庄値の分  

布状態が図（a）と（b）において異なっている．すなわち，音庄測定値を表すデータ点  

列の断面中心付近での分布状態が，図（a）では下に凸，図（b）では上に凸となってい  

る．   

これらのずれの原因は，音源の寸法形状精度や4個のイヤーレシーバの出力調  

整のわずかな不備によって発生した低次モード扱が，測定しているモード波に混  

入するためである．図3．6の平面波の場合，表3．1の朝A鋼管での値から明らかなよ  

うに，測定周波数4．00kHzは（1，1）モード波の遮断周波数4．87kHzより低く，測定時  

に管内を伝ばしたのは平面彼のみであり，他のモード彼の混入はない．しかし，  

図3．7での測定周波数6．00kHzにおいては（1，1）モード故に加えて平面波が伝ば可能  

であり，図3．8での9．00kHzにおいては（2，1）モード波に加えて（1，1）モード扱および  

平面扱が伝ば可能である．すなわち，測定対象以外めモード波が混入する可能性  

がある．   

図2．1に示した各モード彼の断面内音庄分布から明らかなように，管断面内の1  

つの直径上における（1，1）モード波の音庄は，断面中心で分けられる2つの半径上  

で互いに逆相となるが，平面彼の場合は同相である．したがって，（1，1）モード披  

に平面波が混入する場合の直径上の音庄ほ，断面中心から見た1つの半径上にお  

いては（1，1）モード放と平面披とが強めあって大きくなり，その反対側の半径上で  

ほ弱めあって小さくなる．図3．7の音庄分布が径方向にずれて測定されるのは，こ  

のためである．  
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一方，（2，1）モード汲の音庄は，1つの直径上では同相である．したがって，  

（2，1）モード波に（1，りモード波が重なると，断面中心から見た1つの半径上におい  

ては両者が強めあって音庄は大きくなり，その反対側の半径上では弱めあって小  

さくなる．これが，図3．8（a）および（b）の径方向位置の＋側と一側とで音庄値がわ  

ずかに異なる理由である．また，（2，1）モード彼の音庄は，任意の直径上とそこか  

ら周方向に恥○ずれた直径上とで互いに逆相となるが，平面波の音庄はこれら2つ  

の直径上で同相である．したがって，（2，1）モード披に平面披が重なると，ある直  

径上では両者が強めあって直径全体で音庄が大きくなり，そこから周方向に900ず  

れた直径上では弱めあって小さくなる．これが，図3．8の（a）と（b）とで断面中心付  

近での音庄分布の様子が異なる理由である．   

通常，複数のモード波が伝ば可能な管内において，測定対象とするモード波以  

外の音波を全く発生させないことは困難であり，上記のように測定対象外のモー  

ド波がわずかに混入する．この状態のままで音波の伝ば特性に関する測定値を求  

めた場合，単一モード彼の特性を正確に得ることができないので，わずかに加  

わっている測定対象外の音波を測定対象とするモード披から分離する必要があ  

る．   

単一周波数において，測定対象とする（1，1）モード彼の音圧pl（振幅絶対値Pl）  

に，測定対象外である平面彼の音圧p。（振幅絶対値ダ。）がわずかに加わった場合  

を考える・クlと鞠とはその断面内音庄分布が異なるだけでなく，図2・2から明らか  

なように両者の軸方向位相速度が異なるために，任意の軸方向位置において測定  

されるク1とp。とは任意の位相差を持つ・したがって，両者の重ね合わせとして測  

定される音庄振幅絶対値はPl±ちの範囲内の値となる・任意の断面内における  

（1，1）モード彼の位相は断面中心を挟んで逆相であり，平面披は同相であるから，  

この場合，断面中心に対して対称な位置で同時に測定された音庄値を合成し，こ  

れを2で割ることによりPlのみを得ることができる・しかし，このためには管内  

の対称な位置にマイクロホンを同時に設置する必要があり，装置が複雑になると  

ともに音場への影響が大きくなるので，測定上好ましくない．そこで，本研究で  

は，1個のマイクロホンを径方向に移動しながら測定した音庄値の中で，断面中  
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心に対して対称な位置で測定された一組の音庄振幅値の平均値を，求めるべき振  

幅値とした・この場合， ダ1とク0との位相差が明確でないた捌こタ1の正確な値を求  

めることはできないが，この値はダ1～（P12＋ダ。2）1／2の範囲内の値となり，ダ1≫  

P。より，Plの精度よい近似値となる・また，ここで求めたPlと測定値との差か  

ら，測定値に混入しているPoの値が求められる．  

（2，1）モード波の音圧p2（振幅絶対値P2）についても，同様の方法で求めた・ま  

ず，p2とp。は1つの直径上の直径全体にわたっておのおのが同相であるが，クlは断  

面中心を挟んで逆相となっている．したがって，断面中心に対して対称な位置で  

測定された一組の音庄振幅値の平均値より，上記と同様にPlの値を分離すること  

ができる．この方法を用いて，周方向に関して互いに900離れた2つの直径上での  

音庄測定値から，おのおのPlの値を取り除く．得られた値は，おのおのの直径上  

でp2とp。とを加えたものとなる・そして，2つの直径上においてはク。が同札p2が  

逆相であるから，2つの直径上におけるこれらの値（Plを取り除いた値）の平均  

値を求めればアユの近似値が得られる．また，測定値に混入しているP。，Plの値  

も得られる．   

一方， 高次モード彼の遮断周波数以上の周波数において平面波を測定する場  

合，測定値には高次モード披が混入する可能性がある．（1，1）モード彼のような断  

面中心での音庄が0である音硬が混入している場合は，断面中心での音庄を測定  

することにより平面彼のみの音庄を求めることができる．断面中心での音庄が0  

でない音波が混入している場合は，モード汲どうしの径方向での位相の違いを利  

用して昔庄を分離する必要がある．図2．1から明らかなように，断面中心での音庄  

が0とならないのは乃＝0の場合のみであり，本研究での測定周波数はおおむね  

（0，1）モード彼の遮断周波数以下であるから，断面中心での音庄が平面波の音庄と  

なる場合がほとんどである．   

以上の方法により，測定対象とするモード彼の振幅億と，測定対象以外のモー  

ド渡が含まれている比率を求める．図3．7・図3．8中の実線は，式（2．3）（ダクト内  

音波の音庄を表わす式）の径向に関する項Jけ（の肌r／。）で与えられる各モード披  

の理論計算値を，含まれるモード彼の比率（上記の方法で求めた償）をかけて重  
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ね合わせたものである．  

3。3 音波の距離減衰  

媒体中を音波が伝ばするとき，媒体の粘性や熱伝導によって音響エネルギが散  

逸される．また，壁面が完全に剛でないダクト内を音波が伝ばする場合では，壁  

面の振動とそれに伴う壁面を通した音の透過による散逸がこれに加わる．このた  

め，音波の反射・透過率を測定により求める場合には，入射波と反射・透過波の  

それぞれの測定位置から音源および断面変化部までの伝ば距離に基づく減衰量を  

考慮しなければならない。   

そこで，本節では，音波の反射・透過率測定値を求める際に必要な補正値とな  

る，鋼管内での音波の距離減衰率を測定した結果を示し，検討を加える．   

また，音波の反射・透過により発生するのは伝ばモード波のみならず，測定周  

波数よりも高い遮断周波数を持つ非伝ばモード披も生じる．そこで，非伝ばモー  

ド扱が音場に影響を与える範囲（断面変化部からの距離）を確認することを目的  

として，非伝ばモード波が管軸方向に対して減衰する状態を測定し，理論計算値  

と比較・検討する．   

3・3・1伝ばモード波の減衰   

図3．1に示す測定装置において，長さ5500mmの鋼管を用い，音源から管軸方向  

に750mm離れた点（基準位置）および，この点からさらに500mmごとに7点の合計  

8カ所について，各モード彼の音庄振幅を直径方向について測定した．音源から  

出力される音波に測定対象モード以外の音波がわずかに含まれている場合，3・2。3  

項に示した方法でそれを取り除いた．このため，（2，1）モード波の測定時には，周  

方向位置が互いに900離れた2つの直径上で測定を行った．各軸方向位置での音庄  

測定値として，径方向に関する測定値の平均値を用いた．ただし，高次モード汲  

の場合には，音庄が小さいために誤差が大きくなる管軸付近の測定値は除外し，  

管壁から面積等分半径位置までの測定値を平均した．各軸方向位置での音庄測定  

値を基準位置での音庄測定値に対してdBで表し，これらの億を軸方向に関して最  
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小自乗法で直線近似し，管軸方向単位長さ当りの減衰率を求めた．   

測定対象とした鋼管は，後述の反射・透過率の測定に用いる32A，朝A，50Aの  

3種類である．おのおのの鋼管に対する距粧減衰率の測定結果を，囲3．9～図3．11  

に示す．  
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図3．9 32A鋼管における伝ばモード波の管軸方向距離減衰測定値  
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図3．1040A鋼管における伝ばモード波の管軸方向距離減衰測定値  
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図3．1150A鋼管における伝ばモード波の管軸方向距離減衰測定値   

各図中の実線は，細管内を伝ばする平面波の減衰を，壁面が振動しないという  

条件のもとで表す式（28）  

α＝警許1／2（迅／m  

から求めたもので，Cは音速，dは管の内直径，′は周波数である．実際には壁面の  

振動による減衰があるため，図3．9～図3．11に示される平面彼の減衰率測定値はい  

ずれも式（3．1）から求めた値よりやや大きいが，両者はほほ一致しており，本研究  

の場合にほ壁面の振動による減衰は小さく，鋼管壁ほほほ剛壁であると考えられ  

る．   

高次モード波についてみると，減衰率は遮断周波数付近では高く，遮断周波数  

から経れる（周波数が高くなる）に従って小さくなり，十分離れると平面波と同  

様に大きくなる傾向を示している．また，減衰率は，平面波・（1，1）モード波・  

（2，1）モード彼の順に大きくなっている．図3．7・図3．8から明らかなように，（1，1）  

モード波および（2，1）モード汲の音庄は管軸付近では小さく，壁面付近で大きい．  
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また，（2，りモード彼のほうが，音庄分布の壁面付近への偏り方が大きい．した  

がって，断面内音庄分布が大きく偏るモード披ほど減衰しやすいと考えることが  

できる．また，各モード渡とも，ダクト径が小さくなるに従って距維減衰率が大  

きくなっている．   

なお，高次モ←ド披の遮断周波数は気温等の測定条件により変化する．遮断周  

波数付近の周波数での特性は，図2．2から明らかなように周波数のわずかな変化で  

大きく異なるので，この周波数範囲における減衰率測定値は測定ごとに異なって  

しまう．しかし，遮断周波数から十分離れた周波数範囲では，減衰率測定値のば  

らつきは0．2dB程度であった．   

3・3。2 非伝ばモード浪の減衰   

2・2節に示したとおり，遮断角周波数q研が測定角周波数以よりも大きいモード  

波は，非伝ばモード披となる・音波の軸方向波数をたヱとすると，  

たヱ＝の／V肌  ……………………………………………………………… （3．2）  

であるが，音波が非伝ばモードのときにはたzの値は虚数となり，非伝ばモード彼  

の振幅は，式（2・3）から明らかなように，叩（jたヱZ）＝e叫－lたzIz）で減衰する・   

音波が断面変化部で反射・透過すると伝ばモード波だけでなく非伝ばモード汲  

も発生するが，非伝ばモード披が音場に影響を与える範囲（断面変化部からの距  

離）は，eXp仁匿Iz）から計算可能である・   

ここでは，マイクロホンを鋼管の管軸方向に移動できるように取り付けて測定  

を行い，非伝ばモード波の減衰を確認した．例として，32A鋼管内で非伝ばモー  

ド波となる9．00kHzの（2，1）モード波での，音庄振幅測定結果を図3．12に示す．図中  

の音庄測定値は距離Omm（任意の管軸方向位置）での音庄測定値を1として無次  

元化したものであり，国中の実線も距離仇nmでの値を1としてexpH頼）から計  

算したものである．   

図から明らかなように，音庄振幅測定値は理論計算値によく一敦しており，非  

伝ばモード扱が理論どおりに減衰することが確認された．  
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図3．12 非伝ばモード波の管軸方向音圧分布測定結果   

図3．12と同様に，非伝ばモード彼の減衰を各鋼管および種々の周波数について  

測定した結果，測定周波数が各モード彼の遮断周波数に非常に近い場合を除い  

て，断面変化部および音源から200mm以上離れた位置では非伝ばモード彼の影響  

がないとして実験を進めた．  

3．4 反射・透過率の測定方法   

反射・透過率を測定する装置は，図3・1の装置の鋼管部分を，径の異なる2本の  

鋼管に置き換え，これらを接続することにより断面変化部を構成したものであ  

る．接続管の構成は図3．13に示すとおりであり，入射側を亜A鋼管（内径実測値  
di＝仰・4mm）とした・また，透過側鋼管は，同図（a）に示す断面が拡大する場合  
の50A鋼管（内径実測値dl＝鱒3・2mm，入射側との内径比＝1・29），および同国  

（b）に示す断面が縮小する場合の32A鋼管（内径実測値dt＝郎且7mm，入射側との  

内径比＝0．862）とした．  
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（b）40A－32A接続管   

図3．13 接続管の構成  

（わ 40A－50A接続部  （b）40A－32A接続部  

図3．14断面急変部を構成するためのソケットの形状  
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（a）亜A－50A接続部  

44．7   

（b）40A－32A接続部  

図3．15テーパ状断面変化部を構成するためのソケットの形状  
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接続部の形状は，断面が急変する（不連続に変化する）場合と，連続的（テー  

パ状）に変化する場合とした．急変する接続部についてほ図3．14（a）および（b）に示  

すソケットを，テーパ状に変化する接続部については図3．15（a）および（b）に示すソ  

ケットを，おのおの2本の鋼管の間にねじ込むことにより，急変またはテーパ状  

に拡大・縮小する4種類の断面変化部を構成した．   

3。2。2項に示したとおり，高次モード彼の測定においては，図3．2に示した音源  

の周方向位置によって定まる直径上（音庄周方向分布の腹となる位置）をマイク  

ロホンが移動するように，鋼管へのマイクロホン取付け穴の周方向位置を決めな  

ければならない．入射側鋼管では，音源取付け穴を加工すると同時に，マイクロ  

ホン取付け穴の周方向位置が定まる．一方，透過側鋼管（50Aおよび32A鋼管）で  

は，図3．14および図3．15に示すソケットによって入射側鋼管と接続した後に，マ  

イクロホン取付け穴位置を決めなければならない．ここでは，まず，図3．15（a）お  

よび（b）に示すソケットにより入射側鋼管と接続したときの周方向位置に基づい  

て，透過側鋼管にマイクロホン取付け穴を加工した．一方，図3．14（a）および（b）に  

示すソケットは，同図中の厚さ蝕nmのリングの両側に，管用めねじを持つ2つの  

リングを小ねじによってねじ止めする構造となっている．そこで，このソケット  

を用いて鋼管を接続する際には，すでに加工済みの音源取付け穴（入射側鋼管）  

とマイクロホン取付け穴（透過側鋼管）との周方向位置が合うように，3つのリ  

ングの周方向位置関係を調整して小ねじのねじ穴を加工し，これらを固定した．  

これによって，断面が急変する場合（図3．14）と断面がテーパ状に変化する場合  

（図3．15）の測定において，同じ鋼管を用いることができる．   

なお，図3．13（a）および（b）にはおのおのマイクロホンを2本ずつ措いているが，  

これはマイクロホンの挿入位置を示すためであり，測定時に用いたマイクロホン  

は1本である．おのおのの測定位置でマイクロホンを径方向に1．Ommずつ移動しな  

がら測定したが，マイクロホン自体が大きさ（直径鱒．6mm）を持っているので，  

管壁の近傍での測定は不可能である．このため，径方向での測定点数を，咄A銅  

管では35点，50A鋼管では昭点，32A鋼管では29点とした．   

測定は，接続部に平面汲・（1，1）モード披・（2，1）モード披が入射する場合につい  
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て，別々に行った．測定周波数は，伝ばモード波の管内での遮断周波数（表3・1）  

に基づき，測定対象とする音波が管内で一番高次の伝ばモード波となる，すなわ  

ち，それより高次のモード波が管内を伝ばしない帯域を選んだ・これは，モード  

彼の混在によって管内音場が複雑になり測定誤差が増加することをなるべく防ぐ  

ためである．   

また，本研究では入射側鋼管と透過側鋼管とが同心であり，接続部での反射・  

透過により音波の周方向次数が変化することはない．測定対象とした平面波・  

（1，1）モード波・（2，1）モード彼の周方向次数は互いに異なっており，これらは各周  

方向次数における最低次のモード波である．さらに，これらにおける測定周波数  

はおのおの（0，1）モ｝ド波・（1，2）モード披・（2，2）モード彼の遮断周波数（表3．1）以  

下である．すなわち，測定において反射・透過放として伝ばするのは，入射波と  

同じモードの音波だけとなる．   

基準となる入射彼の音庄振幅は，入射側鋼管と同じ径（40A〉 の直管（接続部  

を持たない，長さ2750mmの単一管）を用い，径方向音庄分布を測定することによ  

り求めた．図3．1に示したようにマイクロホンの受音面を音源に向け，音源とマイ  

クロホンとの間隔を，接続管における音源から断面変化部までの軸方向距離とし  

た．これにより，ここでの測定値は接続管の断面変化部上での入射波音庄に等し  

くなる．   

反射・透過彼の音庄振幅は，図3．13に示す入射側および透過側鋼管内の所定の  

位置にマイクロホンを取り付けて，径方向音庄分布を測定することにより求め  

た．測定に用いたマイクロホンは1本であり，反射波音庄と透過波音庄の測定  

は，同時にではなく，別々に行った．このとき，透過側鋼管内では管端からの反  

射がないので，管内を伝ばする音波は断面変化部を透過してきた音波のみであ  

り，ここで測定される音庄に対して，断面変化部からマイクロホンまでの距離減  

衰を禰正すれば，求めるべき透過波音庄が得られる．一方，入射側鋼管内のマイ  

クロホンで測定される音庄は，測定すべき断面変化部からの反射波の音庄に，音  

源から断面変化部を経由せずに直接マイクロホンに到達する曹彼の音庄が重なっ  

たものであり，これら2つの音庄を分離する必要がある．これは，次のようにし  
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て行った．  

（a）入射側鋼管のみからなる直管  

（b）接続管   

図3．16 反射波普圧の測定法   

まず，囲3．16（a）に示すように，入射側鋼管からなる直管のみを用い，マイクロ  

ホンの受音面を音源と逆の方向に向けて取り付ける．断面変化部が存在すべき位  

置には吸音材を挿入し，反射を防ぐ．この状態で，マイクロホンに受信される信  

号の振幅Piを求める・また，この信号と関数発生器の出力信号との位相差〟ちを  

求める．位相差は，両信号をフーリエ解析器に入力して求めた相互相関関数の最  

大値ので＝0からのずれ（時間遅れ）と角周波数のとの積である．つぎに，図  

3．16（b）に示すように接続管を構成し，入射側鋼管で受信された信号（2つの音波が  

重なり合った状態）の振幅Pi，を求める．また，この信号と関数発生器の出力信号  

との位相差のちーを求める．求めるべき反射波の振幅をア．とすると，Pi，ダー，ダir  

とαち，αり右との関係が図3．17のようになるので，Prを次式で求めることができ  

る．   

l／2 pr＝［ipiCOS（awi卜PirCOS（LiWi，）門piSin（叫卜PirSin（Lmir）H・・・（3・3）  
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図3・17Pi，Pir，Prと叫，α冤との関係  

3。5 反射。透過率の測定結果  

3。5。且 断面が急変する場合   

断面が急変する場合の，反射・透過率の測定結果を示す．   

まず，音庄値測定結果の一例として，測定周波数6．00kHzのときの（1，1）モード  

彼の測定音庄の径方向分布を図3．18・図3．19に示す．図中の径方向位置は，管軸  

からの距離rを入射側鋼管の内半径diで割って無次元化したものである・また，音  

庄値は，入射波音庄の径方向に関する仝測定値の平均値を1とするときの相対値  

である．   

図3．18・図3．19から明らかなように，測定対象とするモード波［（1，1）モード  

波］が支配的に測定されており，測定が正確に行われていることが分かる・しか  

し，図3．7と同様，完全な単一モード彼の音庄分布からはわずかにずれている・こ  

れは，3。2。3項に示したとおり，音源から出力される音波に測定対象モード以外の  

音波（囲3．18・図3．19の場合は，平面披）がわずかに含まれており，これが断面  

変化部で反射・透過し，測定されるためである．そこで，反射・透過波音庄の測  

定値に対しても，3・2。3項に示した方法で測定対象モード以外の音波の音庄を取り  

除いた．このため，（2，1）モード波の測定時には，周方向に900離れた立つの直径上  

で測定を行った．  
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（a）反射波普圧測定値（00A鋼管）  
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（b）透過波音圧測定値（50A鋼管）  

図3．18 拡大する断面急変部を持つ接続管における径方向書圧分布  
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（a）反射波音圧測定値（朝A鋼管）  （b）透過波音圧測定値（32A鋼管）  

図3．19 縮小する断面急変部を持つ接続管における径方向書圧分布  
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音庄測定結果から反射率と透過率を求めた．このとき，平面披については径方  

向に測定したすべての値を用いて計算し，高次モード波については管壁から面積  

等分半径位置までの測定値を用いた．また，反射・透過披の音庄振幅値に3。3。1項  

において求めた距離減衰率（図3，9～図3．11）をかけ，断面変化部から測定位置ま  

での伝ば距離差を禰正した．こうして求めた各径方向位置での反射・透過彼の音  

庄振幅値を，それに対応する径方向位置（管内径に対する割合が等しくなる位  

置）での入射彼の音庄振幅値で割り，得られた値を径方向で平均して，反射・透  

過率とした．   

上記の手順によって求めた反射率と透過率を，表3．2・表3．3に示す．  

表3．2拡大する断面急変部での反射・透過率測定結果  

di＝Q41・4mm，dL＝053．2mm  

M臆   
Reqency   Renec丘on   TIansmission  

kHz   COe伍dent   COe氏cient   

3．00   0．23   0．71  
Planewave  

4．00   0．26   0．75   

6．00   0．45   0．54  

（1，1）mαle  6．50   0．42   0．62   

WaVe   7．00   0．40   0．68  

7．50   0．44   0．73   

（2，1）mde   9．00   0．46   0．43   

WaVe   9．50   0．51   0．49   
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表3．3縮小する断面急変部での反射。透過率測定結果  

di＝担1・4mm，dl＝卵5・7mm  

Fr叫enCy   Renecdon   取ansmission  
＝∴ミ●1こ●賃  

k報z   COe飽cient   COe臨cient   

Planewave   4．00   0．10   1．20   

5．50   0．94  

（1，1）mde  6．00   0．44   1．31   

WaVe   6．50   0．31   1．33  

7．00   0．34   1．35   

9．00   0．97  

（2，1）汀旧de  9．70   0．36   1．26   

WaVe   10．50   0．41   1．08  

11．00   0．30   1．00  

表3．3より，断面が縮小する場合では，すべてのモー ドおよび周波数において透  

過率が1を越えている．また，同義の中で，5．50kHzの（1，1）モード汲と9．00kHzの  

（2，1）モード波は，表3．1に示した遮断周波数の偉から明らかなように，透過側鋼管  

では非伝ばモードとなり，断面変化部において音波は全反射となるはずである．  

実際に反射率測定値はほほ1に近い値となっており，音波が全反射していること  

が分かる．   

3・5・ヱ 断面がテーパ状に変化する場合   

断面がテーパ状に変化する場合の，反射・透過率の測定結果を示す．   

まず，音庄億測定結果の一例として，測定周波数6．00k托zのときの（1，1）モード  

波の測定音庄の径方向分布を，図3．18・図3．19と同様の表示方法で図3．20・図3．21  

に示す．  
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（b）透過波音圧測定値（50A鋼管）   

図3．20 拡大するテーパ状断面変化部を持つ接続管における径方向音圧分布  
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（a）反射波音圧測定値価A鋼管）  （b）透過波音圧測定値（32A鋼管）  

図3．21縮小するテーパ状断面変化部を持つ接続管における径方向音圧分布  
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囲3．18・図3．19と同様に，図3．20・図3．21においても，測定対象とするモード披  

［（1，1）モード波］が支配的に測定されていることが明らかである．ただし，図  

3．21（b）での測定値の理論計算値からのばらつきが，他に比べるとやや大きい・こ  

れは，同図のデータを測定した32A鋼管の直径が小さいために，測定に用いたマ  

イクロホン（直径鱒．6mm）の測定音場への影響が相対的に大きくなり，測定誤差  

が大きくなったものと思われる．   

ここでの昔庄測定値に対しても，前項と同じ方法を用いて測定対象外音波の音  

庄値の分離ならびに距離減衰に対する補正を行い，前項と同じ算出方法で反射・  

透過率を求めた．得られた結果を，表3．4・表3．5に示す．  

表3．4 拡大するテーパ状断面変化部での反射・透過率測定結果  

di＝Q41・4mm，dt＝Q53・2mm  

M血   
R叫enCy   Renecd．on   Transmission  

kHz   COefncient   COefficient   

3．00   0．19   0．70  
Planewave  

4．00   0．20   0．73   

6．00   0．27   0．60  

（1，1）mde  6．50   0．23   0．67   

WaVe   7．00   0．15   0．74  

7．50   0．30   0．76   

（2，1）mⅨk   9．00   0．29   0．46   

WaVe   9．50   0．14   0．58   
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表3．5 縮小するテーパ状断面変化部での反射，透過率測定結果  

di＝担1・4mm，dt＝卵5．7mm  

MⅨk   
】汁eqency   Re月．∝don   Transmission  

k托z   COefncient   COe氏cient   

Planewave   4．00   0．15   1．03   

5．50   0．50  

（1，1）m戚e  6．00   0．28   1．01   

WaVe   6．50   0．20   1．20  

7．00   0．12   1．26   

9．00   0．72  

（2，1）mode  9．70   0．26   0．74   

WaVe   10．50   0．13   1．12  

11．00   0．11   0．95  

断面がテーパ状に変化する場合では，断面が急変する場合に比べて音波は透過  

しやすく，反射しにくいと考えられる．表3．2と表3．4，表3．3と表3．5とをおのおの  

比較すると，平面披の場合は同じ周波数での反射・透過率測定値の違いに明確な  

傾向が現れていないが，高次モード彼の場合の反射率は，断面の拡大・縮小に関  

係なく表3．2よりも表3．4，表3．3よりも表3．5，すなわち，テーパ状に変化する場合  

のほうが明らかに小さい．しかしながら，高次モード彼の透過率についてほ，断  

面が拡大する場合では表3．2よりも表3．4での値のほうがいくぶん大きくなってい  

るものの，縮小する場合では表3．5での値は表3．3に比べて小さくなっている．す  

なわち，断面変化部をテーパ状とすることにより反射率が減少したにもかかわら  

ず，透過率は増加しなかった．また，全反射となるべき表3．5の5．50kHzの（1，1）モ  

ード披と9．00kHzの（2，1）モード披での反射率も，1よりかなり小さくなっている・   

この原因として，テーパ状断面変イヒ部内での音波の減衰が考えられる．反射・  

透過率測定値を求めるにあたっては，ダクト内での音波の距離減衰を考慮するた  

めの禰正を行ったが，断面変イヒ部内での音波の減衰についてほ，それ自身が反  
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射・透過率の値を決定する要因の一つであり，補正すべきものではなレ†・上述の  

反射率の測定結果からすれば，断面がテーパ状に変化する場合には高次モード披  

は透過しやすくなるはずであるが，テーパ状断面変化部内での音波の減衰が加  

わったために透過率の値はそれほど大きくならなかったといえる・また，図3・15  

に示したとおり，断面が拡大する場合と縮小する場合とでテーパ状断面変化部の  

軸方向長さは等しいが，断面が縮小する場合のほうが透過側ダクト径が小さい・  

図3．9～図3．11に示したとおり，ダクト径が小さい ほど音波の距離減衰は大きくな  

るので，断面が縮小する場合のほうが断面変化部内での減衰が大きくなり，透過  

率が小さくなったものと考えられる．   

また，表3．5の中の音波が全反射となるべき場合については，テーパ状断面変化  

部の途中の任意の直径の位置で，入射したモード波ほ遮断状態となり全反射する  

ものの，そこに到達するまでの断面変化部内での音波の減衰が加わり，反射率が  

小さくなったものと考えられる．   

一般に，連続的に変化する断面変化部においては，断面変化部内での音波の減  

衰は常に加わると考えられるから，すべての場合において，音波の反射・透過率  

は，断面が急変する場合から予測される値よりも小さくなるはずである．  

3。6 まとめ  

平面波，および高次モード波の（1，1）モードと（2，1）モードの音波について，円形  

ダクト内を伝ばすることによる距離減衰率を測定により求め，さらに，ダクトの  

途中に設けた断面変化部での反射・透過率を，周波数および断面変化部の形状を  

変えて，測定により求めた．   

得られた結果をまとめると，以下のようになる．   

距離減衰率測定値については，  

（1）平面彼の減衰率は，従来の計算式から得られる備によく一敦しており，測  

定に用いた鋼管がほぼ剛壁を持つと見なせる．  

（2）高次モード彼の減衰率は，遮断周波数付近では高く，遮断周波数から離れ  

る（周波数が高くなる）に従って小さくなり，十分離れると平面波と同様に大き  
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くなる傾向を示す．  

（3）音波のモードが高次になるに従って減衰率が大きくなっており，断面内音  

庄分布の偏りが大きいモード波ほど減衰が大きくなると考えることができる．  

（4）各モード披とも，ダクト径が小さくなるに従って減衰率が大きくなる．   

断面変化部での反射・透過率測定値については，断面が急変する場合，  

（5）透過側のダクト径が入射例のダクト径より小さいとき，平面披か高次モー  

ド披かに関係なく，透過率（振幅比）が1を越える．  

（6）入射したモード波が，入射側ダクトでは伝ばモードであるが，透過側ダク  

トでは非伝ばモードになるとき，そのモード披は透過せず，全反射となる．   

断面がテーパ状に変化する場合，  

（7）平面波の反射・透過率ほ，断面が急変する場合に対してあまり変化しな  

い．  

（8）高次モード彼の反射率は，断面が急変する場合と比べて小さくなり，断面  

がテーパ状に変化する場合には，高次モード波は透過しやすくなると考えられ  

る．  

（9）しかし，実際には透過率が大きくなる傾向が明確には示されず，また，入  

射したモード披が透過側ダクトで遮断状態となる場合でも全反射とならないこと  

から，テーパ状断面変化部内での音波の減衰の影響が考えられる・  

（10）特に，断面が縮小する場合においては，透過側ダクトの径が小さいため  

に，断面変化部内での音波の減衰の影響が大きく現れ，透過率は断面が急変する  

場合と比べて小さくなる．  
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第4章 断面変化部での音波の反射中速過率の理論解析  

4。1はじめに  

本章では，第3章の測定に対応する条件のもとで，第2章に示した理論解析に  

基づいて，断面変化部での音波の反射・透過率の計算を行った結果について示  

す．   

断面が急変する場合については，第2章で求めた不連続断面変化部での音波の  

音庄値に関する連立方程式を解くことにより，直ちに結果が得られる。   

断面がテーパ状に変化する場合については，Al丘dson（11）が用いた方法を拡張す  

る．すなわち，断面変化部を軸方向に多数分割し，それぞれの直径が一定の微小  

部分が連なった階段状の形状で近似する．そして，それぞれの微小部分間の不連  

続断面変化部において，第2章で求めた連立方程式を解くことにより結果を得  

る．   

計算にあたっては，考慮すべきモードの次数やテーパ状断面変化部の軸方向分  

割数など，計算精度に影響を与える計算条件について評価する．また，計算結果  

の正確さを評価する指標として，入射彼のエネルギと反射・透過彼のエネルギと  

のつりあいを計算する方法について示す．   

さいごに，計算結果を第3章に示した測定結果と比較し，計算が精度良く行わ  

れることを示すとともに，測定値と計算値との差異について考察する．  

4・之 計算方法  

断面変化部に入射する音波の反射・透過率の計算のうち，断面が急変する場合  

については，第2章に示した連立方程式（2．36）もしくは式（2．45）を解き，さらに式  

（2．33）もしくは式（2．44）の値を求めれば直ちに結果が得られる．このとき，入射波  

音庄億を，第3章で測定対象としたモードのうちの1つのモードについてのみ1と  

し，他のモードについてはすべて0として計算すれば，そのモード披に関する反  

射・透過率計算値が得られる．  
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このように，断面が急変する場合の計算方法は既述されているので，本節でほ  

まず，断面がテーパ状に変化する場合の計算方法について示す・さらに，両方の  

場合についての計算精度の評価方法と計算上の留意点について説明する．   

増。2。且 断面がテーパ状に変化する場合   

断面がテーパ状に変化する場合については，断面変化部を軸方向に多数分割す  

ることにより計算した．すなわち，図4．1の上半面に示す実際の断面変化部の形状  

を，同園下半面に示すように壁面がダクト軸に平行な微小部分に多分劃して近似  

し，各微小部分間の不連続断面変イヒ部で反射・透過する音波の音庄を式（2．33）・  

式（2．36）および（2．44）・式（2．45）を用いて解くことにより，断面変化部全体での反  

射・透過率計算値を求めた．  

Duct2  

Approximate shape 

図4．1断面がテーパ状に変化するダクトの近似方法   

図4．1に示すように，2本のダクトのうち小径側をダクト1，大径側をダクト2と  

する．また，各不連続断面をダクト1からダクト2に向かって順番に断面1，2，…，f，  

…とし，断面数を全部でfT個とする．2・3・1項と同様に，音波が入射する向きをダ  
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クト1から（断面が拡大する場合）とダクト2から（断面が縮小する場合）とで  

別々に考え，断面が拡大する場合では断面1，2，…，らの順に，断面が縮小する場合  

では断面∫T，gT－1，…，1の順に計算する．この場合，両者に対して計算の向きが逆  

になる不便さはあるが，2。3。1項と同様に各微小部分に固有な物理量に関する添字  

をダクト直径の大小関係に対して固定することができ，各不連続断面変化部で計  

算すべき値を入射彼の向きに関係なく共通化できるので，結果的にはプログラミ  

ングが簡単になる．   

微小部分についても，ダクト1側から順番に1，2，…，f，…とする．微小部分iは，断  

面ほ断面汁1に挟まれる部分であり，その軸方向長さを叫とする．以下の説明で  

は，微小部分iを領域iと表し，ダクト1を領域0，ダクト2を領助Tとする．   

なお，各不連続断面変化部での計算においては，その断面を挟む両側の領域の  

直径比から，式（2．7）に従って径方向次数の最大値を定める必要がある．ここで  

は，ダクト2での径方向次数の最大値をmiTとし・式（2・7）の条件を全断面にわたっ  
て成立させるために，領軌での径方向次数例の最大値勒をその領域の直径dfに比  

例させ，  

叫舟iT＝dノdiT   ……………………………………………………… 
（4・1）   

として定めた．そして，式（4．1）から得られる叫の小数点以下を四捨五入し，整数  

値とした．   

以下，本項では，ダクト1から音波が入射する場合（断面がテーパ状に拡大す  

る場合）について具体的に説明する．   

まず，ダクト1からテーパ状断面変化部へ入射する音波を，領域0から断面1へ  

の入射波と考え，この反射波および透過彼の音庄を連立方程式（2・36）および式  

（2．33）により求める．つぎに，この透過波が領域1を通って断面2に入射するとし  

て，断面2において反射波および透過彼の音庄を計算する・以下同様に・断面3，4，  

…の順で，断面Tまで計算を進める・ここまでの手順を第1回目の計算とする・  

なお，断面での計算を終えてから断面汁1での反射波を計算するので，第1回目  

の断面げの計算においては，領域姥通って断面卜入射する音波はないと考え  

－57－   



る．   

っぎに，第2回目の計算を，再び断面1，2，・・・の順で断面Tまで行う・ここでは，  

第1回目に断面汁1で計算した反射波が，領域沌通って断面に入射するとして計  

算する．断面においては，領域卜1からの入射披と領助からの入射彼の両方につ  

いて反射波および透過披の音庄を計算することになる．なお，断面げの計算を  

行っているとき，すでに断面卜1での計算は終了している．すなわち，領域上1  

から断面卜1への入射波に対する反射波がすでに計算されている．この反射波  

と，領域卜2から断面卜1への入射故に対する透過波を加えたものが，領域卜1を  

通って断面㌣＼入射すると考える．   

以下同様に，第3回目，第4回目，…第／回目，…と計算を進める．第／回目の断  

面fでの計算について一般的にまとめると，以下のようになる．  

（1）領域卜2から断面卜1への入射波に対する透過波Tと，領域卜1から断面巨  

1への入射披に対する反射波Rとを加えたものが，領域上1を通って断面iへ入射す  

るとして，断面での反射・透過波音庄を計算する．ここでのTとRは，ともに第／  

回目に断面卜1で計算したものである．ただし，Rが計算されるのはノ≧2において  

であるから，ノ＝1のときはTのみを考える．  

（2）領域掛ら断面汁1への入射波に対する反射波Rと，領域汁1からの断面汁1  

への入射波に対する透過披Tとを加えたものが、領域fを通って断面「＼入射すると  

して，断面iでの反射・透過波音庄を計算する．ここでのRとTは，共に和一1回目  

に断面汁1で計算したものである．したがってノ＝1のときは，ここでの計算を行  

わない．また，Tが計算されるのⅠむ－1≧2においてであるから，ノ＝2のときはRの  

みを考える．   

なお，ダクト1およびダクト2は無限長であり，断面変化部から遠ざかる音波に  

対する反射波はないので，領域0から断面1への入射波は計算開始時から変化せ  

ず，領軌Tから断面iTへの入射波はない．   

また，式（2．10）・式（2．11）のexpの項から明らかなように，各不連続断面変イヒ部で  

反射・透過した音波の音庄はダクト軸方向（z方向）への伝ばによって変化する  

ので，ある断面での計算値を隣の断面での計算に用いる場合，この変化を考慮す  
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る必要がある．すなわち，断面∫あるいは断面汁1で計算された椚次モードの音波  

が領域fを伝ばすることに対する計算として，断面での音庄計算値に  

叩卜j叫ル慧りをかける・ここで，V慧】は領域捉おける肌次モード波の伝ば速度  

（軸方向位相速度）であり，音波が伝ばモードのときは実数値，非伝ばモードの  

ときは虚数値となる・すなわち，eXp卜j叫／V頼ま，音波が伝ばモードのとき  

は長さ叫での位相変化を表し，非伝ばモードのときは長さ叫での減衰を表す．   

以上の手順で，第1回目，第2回目，…第／回目，…と計算を進める．この計算  

は，各断面での入射・反射・透過の関係が全断面にわたって整合するまで行い，  

計算値が収束，安定したところで終了する．なお，計算終了時での反復回数を，  

んとしておく・また，計算値の収束については4。3。2項に示す・   

以上において，断面がテーパ状に拡大する場合での計算方法を示したが，断面  

がテーパ状に縮小する場合（図4．1のダクト2から音波が入射する場合）について  

も，上記の，断面1，2，・・・i，…，fTの順番に行う計算を，断面T，fT－1，…i，…，1の順番  

に置き換えれば計算できる．各不連続断面において解く連立方程式は，ダクト1  

から音波が入射する場合と共通であるから，計算の順序を入れ替えるだけでよ   

い．   

4。2・ヱ エネルギのつりあいによる計算誤差の確認   

本研究の理論計算においては，媒体の粘性や熱伝導あるいは壁面の振動に起因  

する音波の散逸は考慮していない．このため，断面変化部に入射した音波のエネ  

ルギは，計算上は断面変化部で散逸することなく，反射・透過していることにな  

る．そこで，理論計算を行った後に，入射放と反射・透過彼のエネルギを計算  

し，これらの催のつりあいを調べれば，計算が正確に行われたかどうかを確認で  

きる．   

音波が単位時間・単位面積あたりに運ぶエネルギどの値は，次式で与えられる．  

g＝pV＊ …………………………………………………………………… 
（4・2）  

ここで，Ⅴ＊は音の粒子速度の複素共役である．音波が非伝ばモード彼の場合，音  
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庄と粒子速度の位相差は抑○となり，式（4．2）の値は0となる．エネルギを伝えるの  

ほ伝ばモード彼のみであり，式（4．2）は伝ばモード波についてのみ考えればよい．   

図2．3に示した急変する断面変化部において，入射・反射・透過波が単位時間あ  

たりに運ぶエネルギの値ほ，式（2．8）～式（2．11）を用いて式（4．2）を計算し，これを  

各ダクト断面について積分すれば具体的に求めることができる．式（2．10）・式  

（2．‖）で与えられる音圧p【り，ク【2】を持つ反射・透過彼のエネルギg【1】，gIヱ】を求め  

る計算式を示すと，次のようになる．  

2  

牌r）cosβ喜  rd∂dr  ……………… 
（4．3）  

つ
－
 
 

1
t
一
 
 

P
爪
 
 

謝
 
 

加
 
・
「
喜
一
一
L
川
 
 

〟2  

g【2】＝∑  

爪＝爪○  

rd∂dr  ……………… 
（4．4）  

ここで，pは媒体の密度，財1，財ユはおのおのダクト1・ダクト2における伝ばモ  

ード彼の径方向次数の最大値である．伝ばモードについてのみ考えるのであるか  

ら，音波の位相速度v崇】，γ慧】は常に実数億となる．式（4．3）・式（4．4）の鋸こ関する  

積分値は託となり，rに関する積分は，式（2．18）において〟を椚とした場合と同様で  

あるから，bmmelの積分公式により計算できる．すなわち，計算結果は，式  

（2．22）の刑＝以のときと同様になる．また，入射硬p回の持つエネルギg匝】の計算式  

は，音波がダクト1またはダクト2から入射する場合について，おのおの式（4．3）ま  

たほ式（4．4）と同様になる．   

以上において，図2．3に示した断面が急変する場合の入射・反射・透過披エネル  

ギが計算される．断面がテーパ状に変化する場合についても，入射波音庄および  

最終的な計算結果としての反射・透過波音庄（図4．1のダクト1およびダクト2での  

億）から，上記のように入射・反射・透過彼のエネルギを計算することができ  

る．  
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以上のようにエネルギの値を計算し，入射披と反射・透過波とのエネルギのつ  

りあい（エネルギ差が生じる割合）を次式により求める．  

g【l】＋£【2】  

本研究では，種々の計算条件のもとで反射・透過率の計算を行うたびに式（4．5）  

を計算し，計算が正確に行われていることを確認する．   

4・2。3 数値計算上の留意点   

本研究では，おのおのの計算手順をC言語によりプログラミングし，ワークス  

テーション（BMPOWERステーション220）を用いて数値計算した．整数値とな  

るべき値を除いて，数値はすべて倍精度とした．計算上必要なBessel関数∫〝（q）の  

値は，C言語の組み込み関数での値を利用した．   

以下，数値計算を行うにあたって留意したことについて示す．  

式（2．28）の打2の計算においては，疋】≠d2】のときの式の分子・分母の値が，  

粛】＝d2】のときに0となるので，αに関して場合分けした．しかし，数値計算上  

ほ，揖㌘】≠d2】のときの式の分子・分母の値が極めて0に近づく場合においても計  

算誤差が生じる．そこで，数値計算上の場合分けの条件を，α㌘1≠α㌘1の代わり  

に，  

し】  

揖  ＞10‾6 ……………………………………………………… （4．6）  
ヱl  

とした．すなわち，式（4．6）が満たされないときは，躍＝d2】のときの式を用い  

た． 式（2．34）の方3の計算における揖に関する場合分桝こついても，舐】とα㌘】に対  

して式（4．6）と同様の条件を与えた．   

数値計算において現れる級数の範囲は，例えば式（2．37）の∫については椚。から  

椚2までである．一方，連立方程式の元琴は，式（2・36）・式（2・45）の椚および〟の範  

囲で定まるから，叫一椚。＋1次である．この値は，椚。の値が0または1であるこ  
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とから，搾＝0のとき椚1＋1次，柁≧1のとき椚1次となる．椚1，椚2の値は，いずれ  

も理論上は無限大であるが，計算上は有限とせざるを得ない．椚1，m2の値を大  

きく取れば，数値計算上の問題が生じない範囲で計算はより高精度になるが，計  

算時間ほ叫，椚2の値のほぼ2乗に比例して長くなる．本研究の計算の場合，級数  

項の使および連立方程式の行列要素の値は，級数項あるい は行列要素の次数が大  

きくなるに従って小さくなるので，叫，椚2の値を大きくするほど計算精度の向  

上の度合は小さくなる．このことを考慮に入れ，計算にあたっては椚l，椚2の値  

と計算精度との関係を調べ，椚1，肌2の値を定める必要がある．   

また，断面がテーパ状に変化する場合については，不連続断面数（図4．1のiT）  

および計算の反復総回数（4。2。1項のふ）と計算精度との関係を調べ，∫Tおよこ坊  

の値を定める必要がある．   

連立方程式である式（2．36）・式（2．45）は，ガウスの消去法をプログラミングして  

解き，計算精度を上げるために反復改良法（29）による補正計算を行った．連立方程  

式の数値解に含まれる誤差は，残差，すなわち連立方程式の数値解をもとの方程  

式に代入したときの右辺と左辺の値の差から求めることができる．例えば，式  

（2．36）を1回解いたときの数値解を戸川，とすると，このときの残差は   

椚1 〝11   

月“＝∑B肌漂】－ ∑AJ㌦，  （〟＝勒，…，椚1）…………… 

椚＝れ○ 〝lニ椚○   

（4．7）  

で計算される．この尺“の値を使って，連立方程式   

椚1   

∑A肋ア崇】＝尺〟  （〃＝m。，…，叫）……………………………… 

爪＝椚○   

（4．8）  

の数値解P椚”を求めると，式（2．36）の解として，P椚，よりも精度の良い解P爪，＋  

戸川”が得られる・このP爪，＋戸川＝の値をP椚，とおいて再び式（4．7）を計算し尺“を求  

め，この軋を式（4・8）へ代入して戸川＝を求めたときの戸川，＋P椚＝の催は，さらに精  

度の良い解となる．この補正計算の手順を繰り返せば，尺“（昆＝椚。，…，ml）の値は  

すべて0に収束し，式（2．36）の完全な解が得られると考えられる．この手法が，反  
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復改良法である．   

しかし，実際の数値計算での皮“の値は，十分0に近づくものの，完全に0になる  

とはいえない・本研究では，上記の補正計算を繰り返すごとに，軋の以について  

の2乗和  

J托1   

尺＝∑属“2  …………………………………………………………… 

〟＝〝t8   

（4．9）  

を計算し，舟が最小となる補正計算経り返し回数でのP椚，＋P爪＝の値を，式（2．36）  

の最終的な解とした．式（2．45）を解く場合についても同様である．  

4。3 計算方法の評価  

4。3。且 断面が急変する場合   

断面が急変する場合について，本研究の計算方法の妥当性を検討し，計算にお  

いて任意に設定しなければならない椚1，m2の値について示す．   

ここでは計算条件を，第3章の断面が拡大する場合の測定条件の1つに対応さ  

せ，入射側ダクト径dl＝担1．4mm，透過ダクト径d2＝卵3．2mmの断面急変部に，  

周波数′＝6．00kHzの（1，1）モード扱が入射する場合について，自由音場の音速c＝  

343．7m／S（200Cのときの値）として計算した結果をもとに説明する．   

まず，4・2・2項に示したエネルギのつりあいに基づく計算誤差［式（4．5）のα］と  

4・2・3項に示した反復改良法の意義について示す．上記の計算条件において連立方  

程式（2．36）を解き，反復改良法の補正計算を繰り返すたびに反射波音庄戸崇】を求  

め，式（4．9）の残差の2乗和の値尺を求めた．それと同時に，透過彼の音庄戸！2】を式  

（2．33）から求め，式（4．5）の〝の値を計算した．禰正計算を繰り返すたびの，虎およ  

びgrの値の変化を図4．2に示す．なお，ここでは椚z＝20とし，式（2．7）より叫＝  

41．4／53．2×20≒16とした．  
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図4．2 反復改良法の補正計算繰り返し回数と残差の2東和尺およぴ  

エネルギのつりあいに基づく計算誤差grとの関係   

図から明らかなように，補正計算を繰り返すたびに，則ま10‾ 3に近いオーダ，  

grは10‾2に近いオーダで小さくなり0に近づく．そして，grは補正回数10回目，皮  

は11回目において最小値に到達し，以後，両者とも値が変化しない．両者の値の  

変化（減少）の様子は非常に似通っており，虎が小さくなるに従って連立方程式  

の数値解の精度が高くなることから，4・2・2項で導出したエネルギのつりあいgr  

が，計算誤差評価の指標として正確に機能していることが裏付けられる．   

ちなみに，補正計算を行わない（繰り返し回数＝0）のときのどrの値は0．0188で  

ある．すなわち，入射エネルギと反射・透過エネルギとが1．88％異なることにな  

る．計算結果が正しいと判断するには1．88％の差はやや大きいと考えられるし，  

計算条件によってはさらに大きな差を示す場合がある．また，断面がテーパ状に  

変化する場合においては，4・2・1項に示したとおり，計算が多数の断面で繰り返さ  

れるので，各断面での計算結果にある程度の計算誤差が含まれる状態で計算を進  

めると，最終的な計算結果にはかなりの誤差が生じる可能性がある．  
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一方，図4．2において補正計算を10回線り返したときのgrの値は1×10‾16であ  

る．これは，式（4．5）より，倍精度で求めた〆叫の値とg【1】＋E【2】の値とが，その桁  

数の最小の位においてのみ異なっていることに対応しており，実質的にgrの値は0  

に収束していると見なしても差し支えない．このように計算誤差を著しく減少さ  

せることが可能であることから，4。2。3項に示した反復改良法の補正計算は，本研  

究の計算には不可欠であるといえる．   

なお，実際の計算でほ，4。2。3項の計算手順に従い，凪が最小値となるまで補正  

計算を繰り返す．本項の計算条件の場合では，図4．2のとおり，繰返しを12回目ま  

で行えば，（12回目の虎の値）≧（11回目の皮の値）となるので計算を終了させること  

になる．   

つぎに，本項での計算条件において，叫，椚2の値をパラメータとしたときの  

計算値の変化について図4．3に示す．ここでは，まず椚2の値を整数値として定  

め，叫の値は式（2．7）から計算される値を四捨五入して得られる整数値として定め  

た．そして，入射波音庄を1として計算した結果のうち，反射波音庄振幅（反射  

率）の計算値について示した．  
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図4．3断面が急変する場合の刑2の侶と計算値との関係  
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図から明らかなように，椚2の値が大きくなるに従って，計算値は1つの備に収  

束していく．すなわち，当然の結果ながら，椚2の値が大きいほど計算は正確にな  

る．   

なお，椚1の値が四捨五入により求めた整数値であるために，ある椚2の債にお  

いては，その値が1だけ増えたときに，椚1の小数第1位が切り上げから切り捨てに  

変わることがある・例えば，椚2＝6のとき式（2・7）より椚1＝dl〟去×椚2＝41・4乃3・2  

×6≒4・67，椚2＝7のとき椚1＝41・4乃3・2×7≒5・45であるから，共に椚1＝5とな  

る・このようになる場合以外では，刑2が1増加するごとに椚lも1増加する・図4・3  

の計算値の収束状態が刑2の値の増加に対して滑らかでなく，椚ヱ＝2と3，6と7，  

11と12，15と16との間でおのおの階段状に変化するのはこのためである．   

本研究における計算精度の評価は，反射・透過率（音庄振幅比）の計算値が，  

小数第2位まで正確であると考えられることを目安とした．以下に示す，断面が  

急変する場合の計算条件の範囲内においては，mユの値を20とすることにより，精  

度良く計算することができる．   

4・3・2 断面がテーパ状に変化する場合   

断面がテーパ状に変化する場合について，本研究の計算方法の安当性を検討  

し，計算において任意に設定しなければならない叫TおよびfT，ふの備について示  
す．   

計算条件ほ，第3章の測定条件に対応させるとともに，前項との比較を可能と  

するために，入射側ダクト径dl＝担1．4mm，透過ダクト径dヱ＝卵3．2mm，軸方向  

長さJ＝20．7mmのテーパ状断面変化部に，周波数′＝6．00k托zの（1，1）モード波が入  

射した場合とし，自由音場の音速をc＝343．7m／S（200Cのときの億）とする．   

また，各微小部分の軸方向長さ叫がすべて等しくなるように，断面変化部を分  

割した．そして，近似した形状を実際の形状に最も近づけるために，図4．1に示し  

た叫および叫Tの値を叫／2とした・この結果，叫＝20・7／iTmmとなる．次節以  

後の計算においても，このように叫を定めた．   

まず，前項と同様に，径方向次数の最大値と計算値との関係について示す．上  
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述の計算条件において，ダクト2での径方向次数の最大値椚iTの値を変えながら計  

算した反射率計算値について図4．4に示す．ここでは，gT＝20，ふ＝60とした・  
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〝ちT  

図掴断面がテーパ状に変化する場合の町Tの値と計算値との関係   

図から明らかなように，計算値は叫Tが大きくなるに従ってある1つの値に収束  

していく・すなわち，叫Tの傍が大きいぼど計算は正確になる・ここで，図掴の  

縦・横軸の目盛り間隔は，断面が急変する場合の図4．3と等しく示してあり，両者  

を比較することにより，図4．4のほうが値のばらつきが小さいことが分かる．これ  

は，断面がテーパ状に変化する場合には，断面が急変する場合に比べて，不連続  

断面を挟む2つの領域での直径比が1に近づき，径方向次数の最大値が小さくても  

各不連続断面での計算が正確に行われるためと考えられる．そこで，以下，断面  

がテーパ状に変化する場合の計算においてはmJTの値を10とした・   

つぎに，断面変化部の分割数Tと計算値との関係について示す．本項での計算  

条件において，椚iT＝10とし，iTの値を変えながら求めた反射率計算値を図孔5に  

示す・ここで・Al無血onの研究（11）に従い，ん＝叫回とした・  
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図4．5 テーパ状断面変化部の断面分割数Tと計算値との関係   

図から明らかなように，計算値はiTが大きくなるに従って1つの備に収束する．  

すなわち，fTの値が大きいほど計算ほ正確になる．種々の計算条件に対して図4・5  

と同様に検討した結果，以下，iT＝20として計算を進めた・   

さいごに，4・2。1項に示した計算の反復回数んと計算値との関係について示す・  

本項での計算条件において，叫T＝10，iT＝20とし，ふの値をパラメータとして求  

めた反射率計算値を図4．6に示す．   

固から明らかなように，計算凰射rの増加に伴って一定値に近づき，ふ＝20回，  

すなわちん＝fT回においてほぼ一定備に到達する・ここで，ん＝fT回となった理由  

は次のように考えられる．   

テーパ状断面変化部での計算は，断面が拡大する場合については，4・2・1項に示  

したとおり，断面番号fの小さい断面からfの大きい断面へ向かっての計算の繰り  

返しとなる．そして，和回目の断面iでの計算では，範卜1回目に求めた断面汁1  

での計算値を用い，範卜1回目の断面汁1での計算では，第／－2回目に求めた断面  

汁2での計算値を用いる．すなわち，勘回目の断面iでの計算に影響する断面汁2  

での計算値は和一2回目に求めたものであり，計算回数′が多くなるに従って，番  
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1引の大きい断面での計算値がiの小さい断面での計算に，順次影響していくこと  

になる．各断面での入射・反射・透過の関係が全断面にわたって整合するために  

は，断面番号が最大である断面iTでの計算値が，最も離れている断面1での計算  

に影響を及ぼすまで計算を反復する必要があり，この回数硝＝よT回である・   

ただし，固から明らかなように，計算値はん＝gT回において完全に一定備に収  

束することなく，ふが増えるに従ってさらにわずかに変化する・そして，  

Aは陀dsonが示したとおり，ふ＝3iT回においてはほとんど一定値に収束している・  

この収束状態は，他の計算条件で検討した場合についても同様であった．また，  

iTを変えた場合についても，ふ＝封丁回でほとんど一定値となった・そこで，本研  

究では，計算の反復回数をふ＝3fT回と定め，iT＝20に対してふ＝甜回とした・  
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図4．6断面がテーパ状に変化する場合の計算の反復固執Tと計算値との関係  

4・4 計算結果例   

前節までにおいて示した計算方法および計算上の設定値に基づいて，いくつか  

の計算条件のもとで行った計算結果について示す・  
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断面変化部として，第3章に示したものと同じ寸法形状の，断面が急変あるい  

はテーパ状に拡大・縮小する4つの場合を考えた．4つの断面変化部の寸法形状を  

図4．7に示しておく．  

テーパ状に拡大  急に拡大  

テーパ状に縮小  急に縮小  

図4．7 4種類の断面変化部の寸法形状   

おのおのの断面変化部に平面波・（1，1）モード波・（2，1）モード波が入射する場合  

の，任意の周波数に対する反射・透過率（振幅・位相特性）計算結果を表4．1～表  

4．4に示す．実際の数値計算により得られる値は，m。次（0またほ1次）から，計  

算に用いた径方向次数の最大値までのモード彼の音庄値（振幅および位相）とな  

る．例えば，断面が急変する場合の大径側ダクトでは椚2＝20次，断面がテーパ状  

に変化する場合の大径側ダクトでは叫T＝10次までの値が得られる・しかし，こ  
こでほ，伝ばモードとなる音波の音庄（反射・透過率）計算値のみを示した．ま  

た，各計算結果に対して式（4．5）の訂の値を求め，表中に付記した．  
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表4．1拡大する断面急変部における伝ばモード波の反射・透過率計算値  

Incidentwave  Renectedwave  甘ranSmittedwave  

Freqency  Ampl血de  phase   Ampl血de  Phase   gr  

Mo（1e  ratio   deg．  
Mode  

mdo   deg．  【鴎．（4．5）】   

（0，0）   4．00   0．26   155．9  （0，0）   0．75   355．1  2×10－16   

（0，0）  0．60  －8．1  

（0，0）   9．00   0．14   80．4  4×10‾16   
（0，1）  1．74  18．4  

（1，1）   6．00   0．49   162．2  （1，1）   0．59   －5．7  1×10‾16   

（1，1）  0．46  －12．9  

（1，1）  12．（X）   0．22   58．8  4×10‾16   
（1，2）  1．28  15．9  

（2，1）   9．00   0．63   159．3  （2，1）   0．47   －7．8  0×10‾16   

（2，1）  0．37  －13．5  

（2，1）  15．（X）   0．23   46．0  2×10‾16   
（2，2）  1．17  11．2  

表4．2縮小する断面急変部における伝ばモード波の反射・透過率計算値  

hcidentwave  Reflectedwave   TranSmittedwave  

Freqency  Amplitude  Phase  Amplitude  Phase   gr  

M（Xle               kHz   ratio   deg．   rado   deg．  ［Eq．（4．5）］   

（0，0）  4．00   0．15   9．2   1．15   －1．6  2×10‾16   

5．50  1．（X）  34．9  1．75＊  17．5＊  

（1，1）  
12．00  0．26  22．1  1．14  －8．3   

9．（X）  1．00  39．7  1．59＊  19．9＊  

（2，1）  

15．（X）  0．34  19．8  1．13  －9．5   

＊Thesemdewavesdon’tpropagate・  
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表4．3 拡大するテーパ状断面変化部における伝ばモード浪の反射一連過率計算値  

Incidentwave  Re幻ectedwave  TranSmittedwave  

蹄eqency  Amplitude  Phase   Amplitude  Pbase   ～′  

Mode  ratio   deg．  
M（Xle  

rado   deg．  【Eq．（4．5）］   

（0，0）  4．00   0．16   95．2  （0，0）   0．77   －82．6  1．6×10‾10   

（0，0）  0．74  171．5 
（0，0）  9．00   0．04   144．6  2．3×10‾7   

（0，1）  0．81   －112．5  

（1，1）   6．00   0．31   107．0  （1，1）   0．64   －83．5  6．0×10‾8   

（1，1）  0．73  124．3  

（1，1）  12．00   0．09   99．9  7．7×10－8   
（1，2）  0．46   －138．4  

（2，1）  9．00   0．29   100．6  （2，1）   0．58  －107．9  7．3×10‾7   

（2，1）  0．72  82．3  
（2，1）  15．00   0．07   61．0  1．6×10‾6   

（2，2）  0．36  168．4  

表4．4 縮小するテーパ状断面変化部における伝ばモード波の反射・透過率計算値  

hcidentwave  Re幻ectedwave   TranSmittedwave  

Reqency  Amplitude  phase  Amplitude  Phase   gr  

Mode               kHz   rado   deg．   ra丘0   deg．  ［Eq．（4．5）】   

（0，0）  4．00   0．10   －82．3   1．15   －82．3  8．7×10‾12   

5．50   1．00   －10．3  1．49＊   －5．2＊  6．0×10‾4  

（1，1）  
12．00   0．05   －38．3   1．18   136．7  1．4×10‾10   

9．00   1．（X）   －23．3  1．16＊  －12．6＊  1．6×10‾3  

（2，1）  
15．00   0．07   －69．2   1．20   107．3  4．8×10‾10   

＊Thesemodewavesdon’tpropagate．  
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計算条件として設定した周波数ほ，断面が拡大する場合［表4．1・表4．3］にお  

いては，透過側ダクトで，入射した音波と同じモードの音波のみが伝ばする場合  

と，入射したモードおよび1つ高次のモードの音波が伝ばする場合に相応してい  

る．また，断面が縮小する場合［表4．2・表4．4］においては，透過側ダクトで，  

伝ばモード波が存在しない場合と，入射した音波と同じモードの音波のみが伝ば  

する場合に対応している（表3．1参照）．   

表4．1・表4．2から明らかなように，断面が急変する場合では，すべての計算条  

件において計算誤差αの億が10‾16のオーダとなっている．すなわち，4・3・1項に  

示したとおり，実質的にαの値が0に収束していると見なしても差し支えなく，断  

面が急変する場合の計算においては，計算条件にかかわらず計算誤差が実質的に  

生じない非常に高精度な計算が可能であると判断できる．   

一方，表4．3・表4．4の断面がテーパ状に変化する場合の計算誤差αの値は，表  

4．1・表4．2の備に比べれば大きくなっている．この原因として，計算上考慮した  

径方向次数の最大値を，断面が急変する場合の椚2＝20に対して・叫T＝10と少な  

くしたことも考えられるが，各不連続断面変化部を挟む2つの領域の直径比が1に  

近いことを考えれば，このことはあまり問題にならないはずである．それより  

も，ここでは計算回数の多さが影響していると思われる．断面がテーパ状に変化  

する場合では，多数分割した各断面で連立方程式（2．36）および式（2．45）を1回ずつ  

解くが，この計算をfT個の断面にわたってふ回線り返す・すなわち，連立方程式  

を解く回数は2×iTXん回であり，4・3・2項で設定したfTおよ職－の値より2×20×60  

＝2400回となる．このように多数回の計算を行うので，各不連続断面では滴度良  

く計算されていても，小さな計算誤差が累積し最終的に誤差が大きくなるといえ  

る．   

また，特に，表4．4の（1，1）モードの5．50虻izと（2，1）モードの9・00班zでのαの値  

が，他に比べて大きい．これは，断面変北部で音波が全反射となる計算条件にお  

ける結果である．断面がテーパ状に縮小する場合で音波が全反射となる条件のと  

き，断面変化部内のいずれかの場所で，音場が遮断状態となる・図4・1に示したと  

おり，テーパ状断面変化部での計算においては，直径が少しずつ変化する微小部  
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分での音場について考えるので，この場合，いずれかの微小部分での昔場がかな  

り遮断状態に近づく可能性がある．音場が遮断状態に近づくと，図2．2に示したと  

おり， 音波の位相速度γ研は大きく変化する・式（2・37）・式（2・38）から明らかなよ  

うに，連立方程式の行列要素A“爪，B㌦は位相速度の億（v崇】，V王2j）をその計算  

式の分母・分子に持つ．γ霊】，γ！2】の傭は，その備に対応する微小部分の直径に  

ょって実数値あるいは虚数値となるが，微小部分内音場が遮断状態に近いときに  

は，両者の絶対値が大きく異なる可能性がある．その結果，断面変化部内で最も  

遮断状態に近い直径を持つ微小部分を挟む断面での計算において，A踊，B鉱仇の  

いくつかの億が特異な催となり，連立方程式の数値解に誤差が生じ，最終的な計  

算結果が持つ誤差も大きくなると考えられる．   

しかしながら，表4．1～表4．4のいずれの計算条件においても，αの倍は0に近  

く，十分な精度で計算が行われていると判断できる．  

4・5 計算結果と測定結果との比較  

図4．7に示した寸法形状の断面変化部において，表3．2～表3．5に示した測定結果  

に対応する周波数範囲での計算を行い，測定結果と計算結果とを比較・検討す  

る．   

各条件のもとで，周波数を変化させながら計算した反射・透過率と，それらに  

対応する測定値とを，図4．8～囲4．11にまとめて示す．各図は，各モード彼の遮断  

周波数を示す破線によって3つの範囲に分けられているが，おのおのの範囲に  

は，その範囲内に表記してあるモード波についての計算値および測定値が示して  

ある．図4．9・図4．11の断面が縮小する場合については，入射側ダクトでの遮断周  

波数よりも透過側ダクトでの遮断周波数のほうが高いので，速断周波数を示す破  

線は，縦軸の値が1となるところで階段状になっている．  
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まず，計算値についてみると，図4．8・図4．9の断面が急変する場合での平面彼  

の反射・透過率は，周波数に対してほぼ一定値となっている．断面急変部での反  

射・透過率を求める式は，平面波理論によると，図2．3のダクト1から音波が入射  

する場合（断面が拡大する場合），  

d22－d12  

d12＋dユヱ  

である（30）．図2．3のダクト2から音波が入射する場合（断面が縮小する場合）につ  

いては，式（4．10）・式（4．11）の添字1と2とを入れ替えればよい．これらの式をもと  

に反射・透過率の値を計算すると，図4．8では（反射率）＝0．246，（透過率）＝0．754，  

図4．9では（反射率）＝0．147，（透過率）＝1．147となる．これらの値は，図4．8・図4．9  

に示される反射・透過率計算値にほほ等しい．断面変北部が1つの急変部だけで  

構成される場合には，周波数が高次モード波［（1，1）モード波］の遮断周波数に近  

づく場合においても，平面波理論の式から反射・透過率がほほ正確に求められる  

ことが分かる．   

一方，図4．10・図4．11の断面がテーパ状に変化する場合の計算値では，平面彼  

の反射・透過率の周波数依存が大きくなり，周波数が高くなるに従って反射率が  

減少している．周波数が0に近づけば音波の波長が長くなり，テーパ状断面変化  

部の軸方向長さが波長に対して相対的に短くなるので，反射・透過率は式（4．10）  

・式（4．11）から計算される備に近づくが，周波数が高くなるに従って，断面変化  

部の軸方向長さが波長に対して相対的に長くなり，音波は透過しやすくなる．   

高次モード彼の計算値においては，断面が拡大する場合［図4．8・図4．10］，入  

射側ダクトでの遮断周波数において音波は全反射となるが，周波数が高くなると  

直ちに反射率が減少し，音波は透過しやすくなる．また，図4．8と図4．10とを同一  

周波数において比較すると，断面がテーパ状に変化する場合［図4．10］のほうが  

音波が透過しやすい．  
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一方，断面が縮小する場合［図4．9・図4．11］，入射側ダクトでの遮断周波数と  

透過側ダクトでの遮断周波数との間の周波数範囲では，音波は全反射となり，さ  

らに周波数が高くなると反射率は直ちに減少する．透過率についても，透過側ダ  

クトの速断周波数付近で大きな値となり，周波数が高くなるに従って減少する．  

ただし透過率は，いずれのモードにおいても，周波数にかかわらず1より大きな  

備になる．   

つぎに，図4．8～図4．11において計算値と測定値とを比較すると，本研究で測定  

対象とした周波数範囲内では，計算値と測定値とはおおむねよく一敦していると  

いえる．   

ただし，図4．9および図4．11の透過率については，両者の差が比較的大きい．こ  

れらは断面が縮小する場合の透過側ダクトでの結果であり，音庄を測定するダク  

ト（32A鋼管）の直径dt＝dl＝担5．7mmほ本研究の中では最も小さい．図3．21（b）  

で考察したとおり，ダクト径が小さいほど，第3章で測定に用いたマイクロホン  

（直径卵．6mm）が測定者場に与える影響は相対的に大きくなると考えられる．す  

なわち，断面が縮小する場合での透過率には，測定誤差が大きく含まれているも  

のと思われる．   

また，図4．11の高次モード波の透過率測定値のうち，遮断周波数に最も近い周  

波数での測定値が，計算値から大きくずれている．このときの測定周波数は透過  

側ダクトの遮断周波数にかなり近いが，図2．2に示したとおり，遮断周波数付近で  

は周波数のわずかな変化によって音波の特性が大きく変化する．すなわち，音源  

周波数のわずかな不備や実験室の温度等のわずかな変化に起因して，音場が大き  

く変化する．この結果，透過波音庄測定値の測定誤差が大きくなるとともに，透  

過率の算出に用いた距離減衰率測定値にも測定誤差が生じやすくなり，透過率測  

定値に大きな誤差が生じたといえる．   

それに加えて，図4．11の（2，1）モードの透過率においては，測定値が計算値より  

もかなり小さくなっている．計算においては，断面変化部内を伝ばすることによ  

る音波の減衰（空気の粘性や熱伝導および壁面の振動に起因する減衰）を考慮し  

ていないが，3・5・2項で考察したとおり，測定値にはこの減衰の影響が含まれてい  
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ると考えられる．図3．9～図3．11に示したとおり，ダクト径が小さく，かつモード  

が高次になるに従って音波の距離減衰は大きくなるので，同国の（2，1）モード彼の  

測定値には，この減衰の影響が最も大きく加わっているものと思われる．  

4。6 まとめ  

本章では，ダクトの断面変化部での平面披および高次モード波の反射・透過率  

を理論計算により求め，第3章の測定結果と比較した．   

理論計算を行うために，第2章に示した，不連続断面変化部での音波の音圧値  

に関する連立方程式を，Al鮎dsonの方法に基づいて断面がテーパ状に変化する場  

合に拡張した．断面変化部での連立方程式をガウスの消去法を用いて解き，反復  

改良法を用いて補正計算を繰り返せば，断面が急変する場合およびテーパ状に変  

化する場合の両方において十分な精度で数値計算できることを示した．   

得られた結果をまとめると，以下のようになる．   

計算結果より，  

（1）平面波の反射・透過率は，断面が急変する場合には，周波数にほぼ関係な  

く，平面披理論で求められる反射・透過率にほぼ等しくなるが，断面がテーパ状  

に変化する場合には，周波数に依存して変化し，周波数が高くなるに従って透過  

しやすくなる．  

（2）高次モード彼の反射・透過率は，断面が急変またはテーパ状に拡大する場  

合，入射側ダクトの遮断周波数で全反射となり，さらに周波数が高くなると反射  

率が減少し，透過率が増加する．  

（3）一方，断面が急変またはテーパ状に縮小する場合には，入射側ダクトと透  

過側ダクトとの遮断周波数の間で音波は全反射となり，さらに周波数が高くなる  

と，反射・透過率はともに減少する．  

（4）このとき，透過率は，周波数にかかわらず1を越える．   

計算結果と測定結果との比較により，  

（5）本章の理論解析では，空気の粘性や熱伝導などに起因する音波の減衰を考  

慮していないので，断面変化部のダクト軸方向長さがダクト径に対して相対的に  
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長くなり，モードが高次になるに従って，測定値は計算値よりも小さくなる．  

（6）測定においては，ダクト径が小さい場合には測定用マイクロホンが音場に  

与える影響が大きくなること，また測定周波数が遮断周波数に近い場合には音場  

が不安定になりやすいことから，これらの場合には測定誤差が生じやすい．  

（7）しかしながら，計算結果と測定結果とはおおむね一致しており，本章の理  

論解析によって，断面変化部での音波の反射・透過特性が正確に数値計算される  

と判断できる．  
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第5章 スリットによる消音効果の理論解析  

5。且 はじめに  

前章までにおいて，円形ダクト内音波の断面変化部での特性について検討し，  

有効な結果を待た．この結果は，高次モード波が伝ばする周波数範囲を含む，平  

面波理論の成立しない周波数範囲に対しても有効である．そこで，この結果をも  

とに，従来は一般に平面波理論に基づいて解析されているリアクティプ形消音器  

の特性を，平面波理論が成立しない周波数範囲において検討することが可能であ  

る．   

本章では，簡単な形状をもつ拡張童形消音器（単一膨脹空洞形消音器）に高周  

波数の平面波あるいは高次モード扱が入射する場合の理論計算を行う．   

まず，拡張童形消音器に平面披が入射する場合について理論計算し，平面波理  

論に基づく理論式での計算結果と比較し，ここでの計算手法が妥当であることを  

示す．また，平面波理論に基づく計算結果との違いについても指摘する．   

つぎに，ここでの計算方法に従い，ダクト径や音波の波長に比べても十分に短  

いダクト軸方向長さを持ち，流体抵抗が小さいと考えられるスリット状の断面膨  

脹部での特性を計算する．この形状の場合，ダクトとスリット部分との境界をな  

す断面急変部で発生した非伝ばモード披が，スリット内で十分に減衰せずにもう  

一方の断面急変部に入射することになるので，非伝ばモードとなる高次モード波  

をも含めて計算することが重要であり（31），平面波理論からは導き得ない結果を得  

ることができると期待される．   

そして，実際の計算結果から，スリットを設けることによって，ダクト内を伝  

ばする高周波数の平面波および高次モード波の透過率が減少することを示す．こ  

の透過率の減少は，特定の周波数帯域で現れる．スリットでの音波の透過特性と  

音波のモードおよびダクト径・スリットの深さ・スリットの帽との関係について  

計算により明らかにする．  
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5。ヱ スリットでの計算方法  

本研究でのスリットは，軸方向長さが非常に短い単一断面膨脹部のことであ  

り，単一断面膨脹部に対する理論解析の方法を示せば，それを，そのままスリッ  

トに応用することができる．本節では，単一断面膨脹部に，高次モード披を含む  

音波が入射する場合の反射・透過率の計算方法について示す．   

軸方向に関して無限遠に延びている直径dのダクトにおいて，図5．1に示す直径  

ds，軸方向長さ抑断面膨張部を考え，4。2。1項に示したものと同様の手法の反復  

計算を行う．すなわち，図の左側のダクトから断面膨張部に，周方向次数乃が任  

意の1つの値であり，径方向次数肌次での音庄複素振幅Pだ】匝＝椚。，…，椚D）を持つ  

モード波が入射するときの反射・透過波音庄を，以下の繰り返し計算によって求  

める．なお，第2章での理論式と整合させるため，径方向次数を表す記号とし  

て，ダクトでは椚，断面膨脹部では∫を用いる．  

ss。1 
（用＝＝刀㌔，…，霊‡ごⅢ0，…£ 

＿。t 

図5．1断面膨脹部での計算方法  

（1）図中の断面1において，P慧】に対する反射波音庄複素振幅P慧】（椚＝椚。，…，  
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椚D）および透過波音庄複素振幅P！別（ざ＝椚。，…，椚s）を式（2．33）・式（2．36）を用いて  

求める．  

（2）タ£B】が断面膨張部を伝ばし図中の断面2に入射するとして，断面2において  

反射波音庄複素振幅P㌘】（ぶ＝椚。，…，椚s）および透過波音庄複素振幅P㌘】（m＝椚。，  

…，椚D）を式（2．44）・式（2．45）を用いて求める．  

（3）P！C】が断面膨張部を伝ばし断面1に入射するとして，断面1において反射波  

音庄複素振幅P！E】（∫＝椚。，…，mS）および透過波音庄複素振幅P慧】（椚＝椚。，…，椚。）  

を式（2・44）・式（2・45）を用いて求める．P禁】＋P慧】は，断面膨張部から入射側ダク  
トへの反射波音庄複素振幅となる．  

（4）（1）で求めた戸上B】と（3）で求めたP！E】とを加えたものが断面膨張部を伝ばし断  

面2に入射するとして，断面2においてP！C】およびPだ】を式（2．44）・式（2．45）を用い  

て求める．Pだ】は，断面膨張部から透過側ダクトへの透過波音庄複素振幅とな  

る．  

（5）以下，（4）で求めたP㌘】を用いて（3）の計算を行いP！E】およびP慧】を求め，この  

P！E】と（1）で求めたP！別を用いて（4）の計算を行う手順で，計算を繰り返す．  

（6）（5）の計算を繰り返すごとにP慧】＋Pど】の償および漂】の値を調べ，これらが  

一定備に収束したこと，ならびに，P慧】，P慧】＋P慧】およびP慧】の僅から式（4．5）の  

エネルギのつりあいに基づく計算誤差αを計算し，この値が0に近づいたことを確  

認して計算を終了させる．   

なお4・2・1項と同様に，断面膨脹部内を音波が伝ばすることによる音庄の変化を  

考慮するために，上記の計算手順においてP王B】，P！C】およびP！E】を計算するごと  

に，これらにexp卜匝レv∫）をかけた・V∫は断面膨張部での∫次モード彼の軸方向  

位相速度であり，eXp卜j甜レv∫）は断面膨張部での音波の位相変化あるいは減衰  

を表す．   

数値計算を行うにあたって，連立方程式を解くときに考慮すべき点は，4。2・3項  

に示したとおりであり，本章でも同様の方法を用いた．計算上考慮する径方向次  

数の最大値については，上述のとおり，ダクトでmD，断面膨脹部でmsとする．  

これらの値は式（2．7）に従い，ダクト直径dと断面膨脹部直径dsとの比から  
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椚D／椚s＝d／ds   ……………………………………………………… （5．1）   

の条件に最も近い整数値として定めた．   

本章の計算では，不連続断面変化部（図5．1の断面1・断面2）での直径の変化（  

dからdsへの変化）が，断面がテーパ状に変化する場合（図4・1の重からd汁1への  

変化）に比べてかなり大きい．4。3。2項において，図4．3と図4．4との比較によって  

考察したとおり，不連続断面変化部での直径の変イヒが大きい場合には，考慮する  

径方向次数の最大値を大きくすることにより計算が正確になる．しかしながら，  

本章の計算の場合，後述（5。4。2項）のとおり，計算条件によっては上記の計算手  

順の繰り返し回数が非常に多くなる場合があり，計算精度をわずかに向上させる  

ために径方向次数の最大値を大きくすることは計算時間の無駄である．ここでは  

4。3節と同様の検討を行い，以下では椚。＝10とし，椚sは式（5．1）から計算される値  

を四捨五入して得られる整数値とした．この椚Dおよび椚sの値の設定において計  

算上の誤差がほとんど生じないことについては，以下の5。4。2項に示す．  

5。3 平面波理論との比較計算結果  

本章の計算手法の安当性を示すために，一般的な音響フィルタとしての単一断  

面膨脹部に平面披が入射する場合を考え，平面波理論によって計算される結果と  

の比較を行う．平面波理論（低周波数の平面故に対してのみ有効）では，拡張童  

形消音器での透過率は，図5．1の形状寸法の断面膨脹部に対して，次式で計算され  

る（32）  

1十紳2骨  
……………………………… 

（5．2）  

式中のは，平面波の披数である．式（5．2）から明らかなように，Sin（叫＝±1のと  

きに得られる透過率の最小値は，ダクトと断面膨脹部との直径比（d／ds）のみに  

よって決定される．また，平面波の場合には波数たが周波数に比例するので，透  

過率は周波数に対して周期的に変化する．  
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式（5．2）での計算結果と本章の計算方法［5．2節の計算手順において乃＝0とし，入  

射波を曹】＝1，タ慧】＝0（椚≧1）とする］での透過率計算結果とを比較して，図5．2  

に示す・計算条件ほ，直径d＝担1・3mmのダクトに，直径が2倍のds＝鱒2・6mm，  

長さJ＝200mmの単一膨張空洞を取り付けた場合とした．  
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図5．2 単一断面膨脹部での平面波の透過率計算結果  

（本研究の計算方法と平面法理論に基づく式との比較）   

図から明かなように，低周波数範囲では両者はよく一致している．すなわち，  

本章の計算方法によって式（5．2）の計算結果が再現されており，本章の計算方法の  

安当性が示された．   

しかしながら，周波数が高くなるに従って両者の差ほ大きくなる・これは，式  

（5．2）が低周波数範囲内でしか厳密には成立しないからである・図5・2に示した周波  

数範囲における最大周波数である4．00此での平面波の波長は85・9m叩となり，こ  

れは断面膨脹部の直径82．6mmにほぼ等しく，音波の波長がダクト径に対して十分  
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長いという状態ではなくなる．   

ただし，ここで扱ったダクトと断面膨脹部とは同心であるから，ダクトと断面  

膨脹部との境界をなす断面急変部での反射・透過によって音波の周方向次数は変  

化せず，断面膨脹部に平面波が入射する場合，（1，1）モード披や（2，1）モード披は生  

じない．生じる可能性のある高次モード彼の中で最低次のものは（0，1）モード汲で  

あり，図2．2から明らかなように，（0，1）モード彼の遮断周波数ほ（1，1）モード披や  

（2，1）モード放での億よりも高い．断面膨脹部での（0，1）モード波の遮断周波数を具  

体的に計算すると，5．08kHzとなる．すなわち，DC～4．00kHzである図5．2の周波  

数範囲では，ダクト・断面膨脹部の両方において，平面彼のみが伝ばモードであ  

る．この点からすると，図5．2の周波数範囲は，一般的には平面披理論が成立する  

とされている範囲である（20）．   

また，非伝ばモードである（0，1）モード彼の断面膨脹部内（長さ2（氾mm）での減  

衰を考えると，∝～4・00kHzの周波数範囲においては常にexp（一帖）≒0（ただ  

しz＝200mm）となり，断面急変部で生じた非伝ばモード披は断面膨脹部内でほ  

ほ完全に減衰する．すなわち，断面膨脹部内の非伝ばモード波は音波の特性にほ  

とんど影響しないと考えられる．   

さらに，4・5節に示したとおり，第4章の計算条件においては，断面急変部での  

平面波の反射・透過率（振幅比）の値は，周波数が高くなっても，平面波理論  

［式（4．10）・式（4．11）］から得られる備にほほ等しくなっている．   

以上のことから考えれば，周波数が高い場合でも，平面波理論に基づく式（5．2）  

が成立するように思える．   

しかしながら，図5．2での断面膨脹部の両端をなす断面急変部の場合，第4章に  

示した断面急変部に比べて直径の変化が大きく，周波数が高くなるに従って，断  

面急変部における平面波の反射・透過特性の平面披理論［式（4．10）・式（4．11）］か  

らのずれが大きくなる．特に，4・5節では考察しなかった位相特性が振幅特性より  

も大きくずれる．   

平面披理論における断面急変部での反射位相特性は，拡大する断面急変部では  

自由端，縮小する断面急変部では固定端と同様になる．すなわち，周波数に関係  
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なく，断面が拡大する場合の反射波の位相は入射故に対して常に道相，縮小する  

場合の反射波の位相は入射波に対して常に同相となる．また，透過波の位相は，  

常に入射波と同相である．   

一方，本研究での計算方法に基づき，本節での断面急変部（dl＝担1．3mm，d2  

＝卵2．6mm）における平面波の反射・透過特性を計算してみる．計算で考慮する  

モード彼の径方向次数を0次から叫＝10次，椚2＝20次までとして，式（2．33）・式  

（2．36）および式（2．44）・式（2．45）を計算し，平面彼の反射・透過による位相変化を  

求めた結果を表5．1に示す．  

表5．1断面膨脹部を構成する断面急変部での平面波の  

反射■透過位相特性計算値：dl＝41．3mm，dヱ＝82．6mm  

Phasechange deg．  

Freqency  Ductexpansion  Ductreducdon  

kHz  Renected  Tmnsmitted  Re凸ected  Ⅱansmitted  

WaVe   WaVe   WaVe   WaVe   

0．10   178．6   －0．5   0．3   －0．5   

0．50   173．1   －2．6   1．7   ～2．6   

1．00   166．1   －5．2   3．4   －5．2   

2．00   151．2   －10．9   6．9   －10．9   

3．00   133．7   －18．0   10．4   －18．0   

4．00   109．3   －28．5   13．7   －28．5  

表から明らかなように，周波数が大きくなるに従って位相特性が最も大きく変  

化するのは，断面が拡大する場合の反射波である・ただし，この波は断面膨脹部  

内には入らないので，本節での音波の特性の計算には影響しないはずである・し  

かしながら，他の波（断面が拡大する場合の透過被および断面が縮小する場合の  

反射・透過波）の位相も，周波数が高くなるに従って，いずれも平面披理論での  
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僅からかなりずれている．   

断面膨脹部が消音器としての特性を示すのは，断面膨脹部に入射する音波と断  

面急変部で反射した音波とが，断面膨脹部内で干渉し打ち消し合うことが原因で  

あるから，断面急変部での反射・透過位相特性が変化すれば，当然，断面膨脹部  

の消音特性は変化する．このことから，図5．2の高周波数範囲において，2つの計  

算値に差が生じたといえる．   

そこで，平面波のみが伝ばする場合においても，ある程度高い周波数範囲にお  

いては，平面波理論によらず，本章の計算方法を用いて単一膨脹空洞形消音器の  

特性を計算する必要があると思われる．  

5。4 計算結果  

前節において本章の計算方法の妥当性が示されたので，以下では，断面膨張部  

の軸方向長さを短くし，スリットとした場合の計算結果について示す．なお，ス  

リットの形状寸法を表す記号として，図5．3に示すとおり，スリット深さをわs［＝  

（ds－d）／2］，スリット幅をちとする・  

、 

ー・－・ 勺 －・－・－・－・－ ぜ  

図5．3 スリットの形状寸法を表す記号  
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5。4。且 計算結果例   

スリットでの計算結果の例を示す。   

本項では，計算条件として，第6章に示す測定条件に対応するものを選び，ダ  

クト径d＝担1・3mm，スリット幅ち＝1・Omm，自由音場の音数＝343．7m／S（200Cの  

ときの値）とした．この条件のもとで，平面波・（1，1）モード波・（2，1）モード波が  

入射する場合について，おのおの1つの任意のスリット径屯を設定し，周波数を  

変化させながら5。2節の方法で計算した音波の反射・透過率を図ふ4に示す・屯の  

値は，図中に示してある．  

PlaneWaVe   （1，1）modewave   （2，1）m∝1ewave  

ds＝¢80・Omm ds＝¢64・Omm  ds＝¢58．Omm  

ー・－・－ 

・
8
 
 

0
 
0
 

0
層
J
U
p
雇
盲
扁
 
 

2
 
 
0
 
 

．
 
 
 
0
 
 

1  2  3  4  5  6  7  8  9   10   11  

F托quenCy kHz  

図5．4 スリットでの音波の反射■透過率計算結果例   

固から明らかなように，平面波の場合，低周波数帯域では音波はほとんどス  

リットを透過するが，周波数がある程度高くなると透過率が急に減少し，特定の  

周波数において音波は全反射する．そして，この周波数を越えると，再び透過率  

が増加する．一方，高次モード波［（1，1）および（2，1）モード波］の場合，そのモー  

ドのダクト径での遮断周波数で音波は全反射となるが，そこから周波数が高くな  
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ると透過率は直ちに増加する．しかし，さらに周波数が高くなると透過率は再び  

減少し，特定の周波数において全反射となる．そして，この周波数を越えると，  

再び透過率が増加する．すなわち，各モード披とも，そのモード波がダクト内で  

伝ば可能である周波数帯域において，スリットで全反射となる特定の周波数を持  

つ．   

図5．4において，スリットで全反射となる周波数の値を具体的に示すと，平面放  

で3．65kHz，（1，1）モード放で6．66k持ち（2，1）モード波で9．63kHzである・これらの  

周波数における各モード波のダクト内での軸方向波長は，おのおの94．2mm，  

75．8mm，65．8mmであり，スリット帽の1．Ommに比べて十分に長い．平面故につ  

いて，本項でのスリットの寸法を用いることにより式（5．2）から計算される透過率  

の値は，図5．4の平面披に対する周波数範囲（DC～3．80kHz）では，1～0．993の範  

囲内の値（ほほ1）となり，図5．4に示した透過率の減少は得られない．すなわ  

ち，平面波理論からは図5．4と同様の結果を導き得ず，スリットにおいては，非伝  

ばモードとなる高次モード汲を含めて計算することが重要であるといえる．   

以上，本研究の計算手法を用いた結果，音波の波長よりも十分に短い軸方向長  

さを持つスリットによって，理論計算上は，特定の周波数の音波が完全に消音さ  

れることが示された．   

5・4・2 計算方法の評価   

前項に示した計算結果をもとに，5・2節に示した計算方法をスリットに適用した  

場合の計算精度について評価する．   

図5．4は，おのおのの計算条件（モード・ダクト径・スリット径・スリット帽）  

を任意に設定し，各条件において周波数を少しずつ変化させながら計算した反  

射・透過率の値を曲線で結んだものである．計算方法は5・2節に示した繰り返し計  

算であるが，計算条件によってほ計算値がなかなか収束せず，計算の繰り返し回  

数が非常に多くなる場合がある．繰り返し計算が収束したことを調べるための判  

定条件として，エネルギのつりあいに基づく計算誤差αの値が0に近づくことを  

5・2節において定めたが，このαの値が実際に最小化されるまで計算を繰り返す  
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と，計算時間が非常に長くなる場合があり時間の無駄となる．   

そこで，以下では，計算を繰り返すたびに透過波音庄振幅（5．2節の祀り を  

求め，この振幅絶対値の繰り返し計算ごとの変化率［（（1回前の計算値卜（当該計  

算値））／（1回前の計算値）］が10‾7以下となったところで，計算を終了させた．  

この計算終了条件に基づく計算の繰り返し回数と，計算終了時のαの値とを，図  

5．4に示した計算条件のいくつかの周波数に対して，まとめて表5．2に示す．  

表5．2 スリットでの計算における繰り返し回数および訂の侶  

ds  Freqency  Timesof   gr  
M血  

m   k托z   托匹bton  ［Eq．（4．5）】   

1．00   61   2．5×10‾7  

3．00   263   1．4×10‾6  

（0，0）  80．0                  3．50   687   4．9×10‾6  

3．70   1496   1．1×10‾5  

3．80   3352   1．7×10‾5   

5．00   105   6．4×10‾7  

6．00   178   4．4×10‾6  

（1，1）  64．0                  6．50   350   4．0×10‾7  

7．00   849   1．2×10－5  

7．20   2375   1．7×10‾5   

8．50   88   1．2×10‾5  

9．00   150   2．6×10‾7  

（2，1）  58．0                  9．50   206   4．9×10－6  

10．00   356   9．6×10‾6  

10．50   1293   1．4×10‾5   
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塞から明らかなように，繰り返し回数は各モード放とも周波数が高くなるに  

従って多くなる．特に，スリットで全反射となる周波数（前述の値）を越える周  

波数においてほ，著しく大きくなる。なお，厳密には，（1，1）および（2，1）モード披  

の場合には，それらにおける最低周波数（ダクト径での遮断周波数）付近の周波  

数範囲では繰り返し回数が多くなるのであるが，これは狭い周波数範囲のみにつ  

いてのことであり表5．2には現れていない．   

一方，訂の値は各条件に対して10‾5～10‾7のオーダの範囲内の値となってお  

り，おおむね繰り返し回数と同様に，周波数が高くなるに従って大きくなる傾向  

を示すものの，いずれも0に近い十分に小さな値となっている．このことから計  

算上の誤差は生じていないと判断できるので，上述した計算終了条件の設定で正  

しい計算結果が得られるとして，以下，計算を進める．   

5。4。3 スリットでの透過率が減少する周波数帯域帽に関する検討   

図5．4に示したスリットでの反射・透過特性において，平面波と遮断周波数を持  

つ高次モード放とで周波数特性が異なることは明らかであるが，音波が全反射と  

なる周波数付近の透過率が減少する周波数帯域幅についても違いがあり，モード  

が高くなるほど帯域帽が広くなっている．ただし，図5．4の場合，音波が全反射と  

なる周波数は各モード波に対して異なっており，モードにかかわらず周波数が高  

くなるほど帯域帽が広くなると予想されるので，同図のみを根拠に，モードによ  

る帯域帽の違いについて言及することはできない．   

そこで，ダクト径を担1．3mm，スリット幅を1．Ommのままとし，各モード波に  

対して，音波が全反射となる周波数がほほ一敦するようなスリット径を設定し，  

スリットでの透過率を計算した結果について図5．5に示す．   

図では，各モード波に対して9．63kHzで音波が全反射となるようにスリット径  

dsを設定した．図中に示すとおり，各モード波に対してdsの値はやや異なってい  

るが，ダクト径が同じであるから，モードによる帯域幅の違いについて検討でき  

る．  
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図5．5 スリットでの音波の透過率の周波数特性とモードとの関係   

図から明らかなように，平面波・（1，1）モード披・（2，1）モード波の順に，透過率  

が減少する周波数帯域帽が広くなっている．すなわち，モードが高次になるほ  

ど，相対的に，音波はスリットを透過しにくくなるといえる．   

5。4・4 スリットでの透過特性とスリット形状寸法との関係   

前項までにおいては，ダクト径を担1．3mm，スリット帽を1．Ommとし，スリッ  

ト径については各モード故に対して任意の1つの億を設定して計算を行った．そ  

の結果，スリットによって音波の透過率が減少すること，および透過特性とモー  

ドとの関係については示せたが，スリットの形状寸法とスリットでの透過特性と  

の関係については明らかとなっていない．本項では，このことについて示す．   

スリットの形状寸法は，図5．3に示したとおり，スリット中尉sとスリット深さみs  

とによって定まるが，これらの値が一定であっても，ダクト径dを変えれば，dと  

Jsおよび∂sとの比率が変わるので，音波の特性が変化する可能性がある．そこ  
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で，スリットでの透過特性に対するス リット形状寸法の影響を明らかにするため  

に，d，gSおよびわsをパラメータとして，スリットでの透過率を計算した・  

5。4。1項に示したように，gSは，スリットで音波が全反射となるときの音波の波  

長よりも十分に短い．一方，ゐsは∫sに比べれば大きな倍を持っており，音波の透  

過特性に与える影響が大きいと予測される。そこで，まず，Jsを1・Ommに固定  

し，此して抑．3mm（基準寸法），これに対して、佗倍となるd＝担8・4mmおよび  

1／㍉倍となる拒担9．2mmの3つの値を設定し，みsをパラメータとしたときの音  

波の透過特性の変化を計算により求めた．各モード波およびdの値に対して，図  

5．4と同様に周波数を変化させながら透過率を計算し，そのモード波がダクト内を  

伝ば可能である周波数範囲において透過率が極小となる（全反射となる）ときの  

周波数（以下で賎と記す）の値を求めた・結果をまとめて・図5・6に示す・  

－・－・一 

5  10  15  20  

ち mm   

図5．6音波がスリットで全反射となる周波軌とスリット深さわsとの関係  
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図から明らかなように，計算結果の曲線は，（2，1）モード披においてやや差が生  

じているものの，各モード波においてはおのおののダクト径dでの曲線がほほ重  

なり合っている・すなわち，ふは，スリット帽が一定の場合，ダクト径が大きい  

か小さいかにほぼ関係なく，ほぼスリット深さのみによって決まることが分か  

る．   

また，ゐsが大きくなるに従って長の値は小さくなるが，ふはおのおののモード  

波が伝ば可能な周波数範囲内での値であるから，ダクト径での遮断周波数よりも  

小さな値にほなりえない．すなわち，高次モード彼の場合，みsの値がある倍以上  

に大きくなるとふが得られない・ちなみに，d＝担9・2mmのときの（2，1）モード彼の  

ダクト径での遮断周波数は11．44k托zであり，この条件の場合，図5．6の表示範囲内  

て策が得られる周波数範囲がわずかであるので，これに対応する曲線は図示して  

いない．   

図5．6に示い策とわsとの関係は，ほぼ反比例しているように見える・図5・6  

は，各計算条件に対して，ゐsの値を0．5mmずつ変化させながら計算した端の催を  

曲線で結んだものであり，計算値はゐsに対して実際には断続的な借となってい  

る．そこで，んとわsとの関係が反比例に近いかどうかを確認してみた・図5・6は理  

論計算結果であり，これを簡単な式で近似することに対する理論的根拠はない  

が，結果的には，以下のとおり，かなり精度よく近似される・   

ふkHzとわsmとの関係が  

ん＝A・わs‾1＋β …………………………………＝＝…＝＝………… 
（5・3）  

で表せるとし，図5．6での計算において得られ兢肌zの値とみs‾l汀皿‾lの債とを  

最小自乗法を用いて直線回帰分析し，A，月および相関係数の億を求めた．各計算  

条件に対する結果を，表5．3に示す．ただし，（2，1）モード波については，ダクト径  

での遮断周波数が高いためむこふが得られる周波数範囲が狭くなり，十分に評価で  

きないので，表5．3には含めなかった．  
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表5．3鬼k鮎とあsmmとの関係をふ＝A◎占s‾1＋βで   

近似したときのA，βおよび相関係数（00r）の侶  

M通  ′rtl仙   A   β   のr   

29．2   69．05   0．0529  0．9998  

（0，0）           41．3   66．70   0．2854  0．9991  

58．4   66．82   0．3215  0．9988   

29．2   68．17   0．7460   1．0000  

（1，1）           41．3   65．49   0．8594  0．9994  

58．4   64．23   0．8066  0．9986  

表から明らかなように，相関係数の値ほすべての計算条件において1に近い値  

となっており，ふとあsとの関係が式（5・3）でほぼ近似できることが分かる・また，  

βの倦も比較的0に近いことから，ふとわsとの関係をほぼ反比例と見なすことがで  

きる．特に，（1，1）モード披よりも平面披のほうオ堕の値が0に近く，より反比例に  

近い関係となっている．   

つぎに，スリット噺sをパラメータとしてふを計算した結果について図5・7に示  

す．ここでは，スリット深さわsを各モード波に対して任意の一定借とし，ダクト  

径dについては担1．3mmおよび¢朗．4mmとした．なお，図5・6において示したとお  

り，わsの値がある値よりも大きくなるとふが得られない・図5・6においてはd＝  

担9．2mmに対する結果も示したが，図5．7の計算に用いた（1，1）および（2，1）モード波  

のわsの備においてはd＝卵．2mmで¢‰が得られないので，これに対応する結果は  

示していない．  
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図5．7 普浪がスリットで全反射となる周波彗弘とスリット幅ちとの関係   

図から明らかなように，ダクト径dの違いに起因するんの遠いは，（2，1）モード波  

でやや大きいものの，全体的にはそれほど大きな違いとなっていない・ふは，ス  

リット帽をパラメータとした場合についても，ほほダクト径にかかわらず定まる  

といえる．   

また，図5．6と図5．7とを比較することにより，わsをパラメータとした場合に比  

べて，ちをパラメータとした場合¢垢の変化は小さく，スリットでの特性に影響す  

る形状寸法としては，スリット深さが支配的であることが分かる・   

スリット深さがスリットでの特性に大きく影響する理由は，ダクト部分とス  

リット部分との境界をなす断面急変部での特性が，断面急変部を挟む2つの部分  

の直径の差に大きく依存するためと思われる．一方，ス リット幅がスリットでの  

特性にあまり影響しないのは，スリット幅寸法が音波の波長よりも十分に短いた  

めに，スリット内を軸方向に伝ばすることによる音波の変化が，スリットでの特  

性へ大きく影響しないためと思われる．  
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5。5 まとめ  

ダクト壁面にスリット状の断面膨脹部を設けることによって，ダクト内を伝ば  

する高周波数の平面波および高次モード彼のスリット部分での透過率が，特定の  

周波数帯域において減少することを計算により示した．このスリットでの音波の  

透過特性と，音波のモードおよびダクト径・スリット探さ・スリット帽との関係  

について明らかにした．   

得られた結果をまとめると，以下のようになる．   

本章で導出した計算方法については，  

（1）この計算方法により，平面披理論に基づく単一断面膨脹部の消音特性がほ  

ぼ再現でき，計算方法の安当性が示された．  

（2）ただし，周波数が高くなるに従って平面波理論からのずれが大きくなるの  

で，通常の音響フィルタとしての単一断面膨脹部に平面波が入射するときの透過  

特性を計算する場合でも，高周波数範囲では，本章の計算方法を用いる必要があ  

る．   

スリットでの音波の透過特性については，  

（3）平面波の場合，低周波数帯域において音波はスリットをほぼ透過するが，  

周波数が高くなると透過率が減少し，特定の周波数において音波はスリットで全  

反射となる．この周波数を越えると，再び透過率が増加する．  

（4）高次モード波の場合，そのモードのダクト径での遮断周波数において音波  

はスリットで全反射となるが，そこから周波数が高くなると直ちに透過率は増加  

する．さらに，周波数がある程度以上高くなると透過率は減少し始め，特定の周  

波数において音波は全反射となる．この周波数を越えると，再び透過率が増加す  

る．  

（5）同じ周波数範囲で比較した場合，平面披・（1，1）モード波・（2，1）モード彼の  

順に，スリットにおいて透過率が減少する周波数帯域帽が広くなる．すなわち，  

モードの次数が高いほど，音波はスリットを透過しにくくなるといえる．  

（6）スリットで音波が全反射となる周波数は，各モード披において，ダクト径  
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にかかわらず，スリット深さに大きく依存しており，スリット帽を変えた場合の  

変化は小さい．  

（7）この周波数は，スリット幅およびダクト径を一定とした場合には，各モー  

ド波において，スリット深さにほぼ反比例する．  

（8）すなわち，この周波数はスリットが深くなるほど小さくなる．ダクト径で  

の遮断周波数を持つ高次モード故においては，スリットがある程度以上深くなる  

と，そのモード披が伝ば可能な周波数範囲では，スリットでの透過率の減少が生  

じなくなる．  
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第6葦 スリットによる消音効果の測定  

6。且 はじめに  

第5単において，高次モード波および高周波数範囲での平面波に対して，ス  

リット状の断面膨脹部により特定の周波数において音波の透過率が減少する，す  

なわち，スリットが音響フィルタとしての効果を表すことを示した．このスリッ  

トの幅は，透過率が減少するときの音波の軸方向波長に比べて極めて短い．一般  

に，ダクト内にオリフィスを設けた場合であれば，オリフィスの帽（厚さ）が薄  

くてもそれがダクト内音場に影響することは容易に理解できる．実際に，オリ  

フィスを通過する音波の特性に関する研究も行われている（33）．しかし，音波の波  

長に比べて極めて短い軸方向長さを持つ断面膨脹部がダクト内音場に影響するこ  

とは直感的には理解しづらい面があり，第5章の結果を実験的に検証することが  

必要であろう．   

本章では，第3章に示した測定装置をもとに，ダクトに設けたスリットでの透  

過率を測定する装置を構成した．そして，第5章において計算により示したス  

リットでの透過率の減少が，各モード故に対して実際に生じることを測定結果と  

して明らかにする．特に，第5章において，スリットでの音波の透過特性がス  

リット深さに大きく依存したことから，本章でほ，スリット深さを変えながら音  

波の透過特性を測定する．  

6・2 測定装置   

右・2・1測定系の構成   

測定装置の構成は図3．1に示したものと同様であり，音源，マイクロホン等の測  

定機器は3・2節に示したものをそのまま用いた．音源の構成，マイクロホンの取り  

付け状態および吸音材の形状も，3・2・1項（図3．2・図3．3・図3．5）に示したとおり  

である．ダクトとして，長さ1500mmの咄A配管用炭素鋼鋼管（内径実測値d＝  

担1．3mm）を2本接合したが，これらに対する音源およびマイクロホンの位置関係  
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を示すために，測定装置の構成を囲6．1に示す．  

図6．1スリットでの透過率測定装置  

図6．2 測定装置におけるスリットの構成  
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なお，第3章では，図3．13および図3．16を用いて説明したとおり，入射波およ  

び断面変化部での反射・透過彼の3つの音波の音庄をすべて測定したが，本章で  

は，図6．1の装置において透過波音庄のみを測定した．   

6。2。2 スリットの構成   

鋼管の接続部，すなわち，スリットを構成する部分の形状を囲6．2に示す．   

図に示すように，2本の鋼管の端部（鋼管を接続する側）におのおのフランジ  

を取り付けた．これは，鋼管の端部に鋼管外径よりも小さい径のおねじを切り，  

このねじ部と鋼管外壁面との間に段差を設け，ここに環状のストッパをはめ込ん  

だ後に，さらにフランジをねじ込んだものである．フランジを強くねじ込みス  

トッパと締め付けることによって，フランジを鋼管に固定する．後述のとおり，  

本章での測定においては，測定条件であるスリット径屯を変えるたびに2本の鋼管  

を一度外し再び接続する必要があるが，フランジが強く固定されているので，測  

定装置を組み替えるときにフランジがずれることはない．おのおののフランジの  

面（鋼管の端面）に，直径鱒0．Omm，深さ2．Ommの凹部を設けた．これは，フラ  

ンジを鋼管にねじ込んだ後に，鋼管の端面とフランジの凹部の面とが一致するよ  

うに面を仕上げたものである．   

図且2に示すように，2本の鋼管の端面（フランジ）の凹部に外径卵0．Ommのリ  

ングをはめ合わせることにより，2本の鋼管の軸心を一致させる．リングとし  

て，厚さ8．Omm，穴径担1．3mm（鋼管の内径に等しい）のものを2個作製した．こ  

のうちの1つのリングについてはそのままの形状で用いたが，もう1つのリングに  

ほ，その片面に直径卵0．Omm，深さ1．Ommの凹部を設けた（図6．2には，凹部を設  

けたリングを示している）．凹部を持たないリングをフランジ間に挟み込むと，  

音源とマイクロホンとの間に断面変化がない状怒となり，図6．1の鋼管ほ1本の直  

管となる．一方，凹部を持つリングを挟み込むと，図6．2のとおり，管内の1カ所  

にスリットが形成される．   

第5章では，スリット深さがスリットでの音波の透過特性に大きく影響するこ  

とを示した．このことを実験的に検証するた捌こは，種々のスリット探さに対す  
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る測定を行う必要がある．そこで，図6．2に示すように，リングの凹部に外径が¢  

80．Ommで任意の穴径dsを持つ厚さ1．Ommの円環枚をはめ込み，スリット径dsが可  
変となるようにした．円環枚ほ，dsの値が卵8．Ommから卵6・Ommまで2・Ommずつ  

変わるように，全部で10個作製した．円環板をはめ込まない場合には，ds＝¢  

80．Ommのスリットが形成される．すなわち，測定装置におけるdsの値の範囲  

は，卵8．Omm～¢80．Ommである．   

2本の鋼管を固定するために，2つのフランジを外側からシャコ形万力で締め付  

けた．この場合，2本の鋼管の互いの周方向の位置関係は自由であり，音源とマ  

イクロホンとの周方向位置関係を自由に変えられるので，測定上都合が良い．こ  

こでは，音源（スピーカ）およびマイクロホンの取り付け穴の周方向位置および  

それらと45。ずれた周方向位置をフランジの外周面に示しておき，これをもとに，  

各モード波の測定に適切な音源とマイクロホンの周方向位置（3。2。2項）を測定時  

に設定した．  

6。ヱ。3 測定方法   

第3章でほ音波の反射・透過率を測定したが，本章での目的は，第5単に示し  

たスリットによる消音効果を検証することであり，特に，透過彼の昔庄振幅の変  

化について着目し，透過率のみを求める．   

前述のとおり，図6．2に示す2つのフランジ間に凹部を持たないリングを挟み込  

むと，図6．1のダクトは1本の直管となる．まず，この状態で，音源より単一周波  

数の単一モード披を発生させ，マイクロホンで受信される音波の音庄振幅を直径  

方向にわたって測定する．高次モード波の場合には，3・3・1項に示した理由に基づ  

き，管壁から面積等分半径位置までの直径上で測定する．そして，3・2。3項に示し  

た方法を用いて，音源のわずかな不備によって測定値にわずかに混入する測定対  

象外モード披の音庄を取り除く．このため，（2，1）モード披の測定時には，周方向  

に90。離れた2つの直径上で測定を行う．得られた測定対象モード彼の音庄値を直  

径方向にわたって平均し，それを「直管での音庄測定値」とする．   

つぎに，凹部を持つリングを挟み込み，さらに，ds＝¢80．Ommの場合以外の測  
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定でほ任意の穴径dsの円環板を挟み込んで図6．2のようにスリットを形成し，図  

6．1の装置において，直管の場合と同じ周波数およびモードの音波に対する音庄振  

幅を同じ直径方向位置において測定する．そして，直管の場合と同様の処理をし  

て得られた音庄値を直径方向にわたって平均し，それを「スリット透過波の音庄  

測定値」とする．   

以上の測定結果から，「スリット透過波の音庄測定値」を「直管での音庄測定  

値」で割ることにより，音源からマイクロホンまでの距離に依存する減衰などの  

音波の変化が除去されるので，スリットでの透過率が得られる．   

なお，厳密にいえば，スリットでの透過率は，スリットの入口部分での入射波  

音庄と出口部分での透過波音庄との比であり，ここでの方法を用いた場合，ス  

リットのダクト軸方向長さ分だけの測定誤差が生じることになる．しかしなが  

ら，本研究ではスリット帽が極めて短いので，この誤差は問題にならないと考え  

た．   

以上の測定を，平面波・（1，1）モード波・（2，1）モード故に対し任意のスリット径  

dsを設定したうえで，第5章での計算結果から音波の透過率の減少が予測される  

周波数範囲内で周波数を0．10kHzずつ変化させながら行った．   

なお，3。2。1項に示した，図3．1の分配器内に設けた可変抵抗器の抵抗値を調整  

することによる，音源（図3．2）の4個のスピーカの出力調整はここでも必要であ  

る．そこで，あらかじめ4個のスピーカの出力が同じになるときの抵抗値を  

0．10kHzごとに求めておき，測定においてほ周波数を変えるたびにこの抵抗値を  

調整した．  

6●3 測定結果と計算結果との比較  

6・3・1平面波の場合   

スリットに平面波を入射したときの透過率測定結果と，第5章での方法に基づ  

き計算した透過率とを比較する．   

5．4．4項において，スリットで音波が全反射となる周波数とスリット深さとが，  

理論計算上はほほ反比例することを示した．この関係が測定値においても成立す  
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るならば，周波数とスリット探さとの積に対して透過率を示すことにより，異な  

るスリット径（スリット深き）でのデータがグラフ上の同一の位置に示されるは  

ずである．ただし，一般的には周波数を無次元化する方法として，音波の披数と  

音波が伝ばする経路内の代表長さとの積を用いることが多い．そこで，音波の披  

数慮とスリット深さわsとをかけた無次元備に対して透過率を示すことにした．ス  

リット径屯をパラメータとして，周波数を変化させながら求めた透過率測定値と  

計算値とを比較した結果を図6．3に示す．  
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図6．3 スリットでの平面波の透過率測定値と計算結果の比較   

図に示されるとおり，測定結果においても透過率は特定の周波数において明ら  

かに減少している．すなわち，スリットが音響フィルタとしての効果を表すこと  

を，測定結果からも示しえた．  
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ここで，スリット径dsに関する測定値および計算値の変化に着目すると，透過  

率測定値および計算値はdsの備にかかわらずおのおのがほほ重なり合っている．  

5。4。4項では音波がスリットで全反射となる周波数のみについて考察し，この周波  

数とスリット深さとがほぼ反比例するという結果を得たが，図6．3からは，透過率  

が減少する周波数範囲全体にわたって，透過率の周波数特性とスリット深さとの  

関係が反比例的であることが示される．   

つぎに，測定値と計算値とを比較すると，両者は傾向的にはよく一致している  

が，各スリット径における透過率測定値が極小となるときの周波数は，透過率計  

算値が極小となる（0になる）周波数よりもー様にやや低くなっている．また，  

透過率測定値の極小値は計算と違って0にはならず，測定においては音波は全反  

射とならなかった．   

ここで，測定値と計算値とに差異が生じた原因としては，理論計算において，  

径方向次数が椚Dまたは椚sより大きいモード波を無視したことや，4・5節での考察  

と同様に，スリット内の空気や壁面での吸収による音波の減衰を計算では考慮し  

てないことが，まず考えられる．   

また，本章のスリットでの計算では，4・2。1項のテーパ状断面変化部での計算と  

同様に，ダクト軸方向長さがダクト径に対して極めて短いダクト部分での音場  

を，ダクト軸方向に伝ばする音波の重ね合わせとして扱っている・このような理  

論的扱いをした場合には，ある程度の理論誤差が生じるものと考えられる・   

ここで，本研究の理論展開（第2章）の中で具体的に説明した，断面が不連続  

に拡大する場合（2・3・2項）を例として，誤差が生じた原因について考えてみる・  

2．3．2項の理論展開では，断面変化部での境界条件［式（2・12）～式（2・14）］をrにつ  

いて積分して用いているが［式（2．17）および式（2・30）］，このとき，式（2・29）の右  

辺の積分範囲を変更するために，小径ダクトと大径ダクトとの間（巧≦r≦ち）に  

存在する剛壁面での境界条件［式（2・14）］を用いた・すなわち，式（2・14）は，  
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拝 r＝0  

の形で用いたものである．このため，2。3。2項の理論展開に基づいて得られた計算  

値が，q≦r≦ちにおける剛壁面の個々の径方向位置において，式（2・14）を厳密に満  

足するとはいえない．その結果，第2章に示した理論式に基づく計算値は，断面  

急変部のごく近傍の音場を完全に正確には表さず，いくらかの理論誤差を含む可  

能性がある．   

ただし，第4章での測定値と計算値との比較からも明らかなように，断面急変  

部での反射・透過率の計算結果自体はほぼ正確であり，式（2．14）を式（6．1）の形で  

用いたことによる理論誤差は，ダクト内に断面急変部が1カ所のみ存在する場合  

には，計算結果に実質的に影響しないといえる．   

一方， テーパ状断面変化部の場合には，図4．1に示した断面分割数Tを多くする  

ほど，各ダクト部分（微小部分）の軸方向長さ（図4．1のdりが短くなる．すな  

わち，計算上は，1つの不連続断面変化部で反射・透過した音波が，直ちに別の  

不連続断面変化部に入射することになる．このため，式（2．14）を式（6．1）の形で用  

いたことによる理論誤差の影響が大きく現れる可能性がある．しかしながら，叫  

を短くすると不連続断面変化部での直径の変化（図4．1の軟から叫．1への変化）  

も小さくなり，各不連続断面変化部では音波がほとんど変化しなくなる．この結  

果，上記の理論誤差はほほ問題にならず，理論計算上の音場と実際の音場との間  

には，音波の減衰を考慮してないことを除けば，ほとんど差異はないものと思わ  

れる．   

これに対して，スリットは，そのダクト軸方向長さに比べてかなり大きく直径  

が変化する2つの断面急変部に挟まれている．すなわち，テーパ状断面変化部の  

各不連続断面での計算に比べれば，断面急変部での理論誤差はかなり生じやす  

い．そして，直径変化の大きい断面急変部で反射・透過した音波が，直ちに別  

の，直径変化の大きい断面急変部に入射することになる．断面急変部での計算値  

が，断面急変部のごく近傍の音場を完全に正確には表しえないとすれば，スリツ  
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トにおける理論計算上の音場と実際の音場との差異が大きくなると考えられる．   

また，スリットでの透過率の周波数特性とスリット深さとの関係が測定結果に  

おいてもほぼ反比例的であったことにから，物理的には，スリット内をスリット  

深さ方向（ダクトの径方向）へ伝ばする音波によってスリットでの特性が得られ  

たと考えるのが一般的であると思われる．これに対して本研究の計算方法は，ダ  

クト軸方向に伝ばする音波の重ね合わせとしてスリット内の音場を扱っている。  

実際の音場と本研究の計算方法とは矛盾しているように思えるが，高次モード披  

が物理的にはダクトの径方向および周方向に偏向した平面波の重ね合わせである  

ことを考えれば，高次モード汲までを十分に含めた本研究の計算方法によって，  

ダクトの径方向への音波の伝ばを実質的に包含することができると考えられる．  

その結果，本研究の計算方法によって，スリットでの特性をかなりの精度で再現  

できたといえる．   

さいごに，図6．3において透過率測定値が極小となる周波数付近の周波数範囲に  

ついてみると，スリット径が大きい，すなわち，スリットが深いほど透過率測定  

値がわずかずつではあるが小さくなっている．透過率が極小となる周波数はおの  

おののスリット径において異なっているので，単純比較はできないが，傾向的に  

は，スリットが深いほど音波がスリットを透過しにくくなるといえる．   

以上のように，スリットに平面波を入射した場合の透過率の計算結果と測定結  

果とは完全には一致しなかったが，両者は強く相関している．スリットでの透過  

率の極小値については予測できないものの，透過率の周波数に対する変化，特  

に，透過率が極小となる周波数については，理論計算によってほほ正確に予測す  

ることが可能である．   

6・3。ヱ 高次モード波の場合   

スリットに高次モード波を入射したときの透過率測定結果と，第5章での方法  

に基づき計算した透過率とを比較する．   

スリット径屯をパラメータとして，周波数を変化させながら求めた（1，1）および  

（2，1）モード彼の透過率測定値と計算値とを，おのおの図6．4および図6・5に示す・  
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図5．6に示したとおり，（1，1）および（2，1）モード故においても，スリットでの透過  

率が極小となる周波数とスリット探さとはほぼ反比例する．そこで，図6．3と同様  

の方法でグラフの横軸を整理すれば，各スリット径での測定値および計算値を，  

おのおのが重なり合うように表示できるはずである．しかしながら，5。串4項  

（表5．3）に示したとおり，高次モード波での周波数特性とスリット探さとの関係  

は，平面波に比べれば反比例の関係からずれている．また，ダクト径での遮断周  

波数はスリット深さとは無関係にダクト径のみによって決まる一定億なので，横  

軸をスリット深さを用いて無次元化した場合，この遮断周波数がグラフ上の異な  

る位置に現れグラフが見づらくなる．以上のことから，図6．4・図6．5では横軸を  

無次元化せずに周波数で表した．   

図6．4・図6．5に示されるとおり，測定結果においても透過率は特定の周波数に  

おいて明らかに減少している．すなわち，高次モード披に対してもスリットが音  

響フィルタとしての効果を表すことを，測定結果からも示しえた．   

計算値と測定値との関係については，囲6．3の平面彼の場合と同様になってい  

る．すなわち，各スリット径での透過率測定値が極小となるときの周波数は，透  

過率計算値が極小となる周波数よりもー様にやや低くなっており，透過率測定値  

の極小値は，計算値と違って0にはならない．ここで，測定値と計算値とに差異  

が生じた原因は，前項に示したものと同様であると考えられる．   

しかしながら，計算結果と測定結果とは強く相関しており，高次モード波に対  

しても，本研究の計算手法によって，透過率が極小となる周波数をほぼ正確に予  

測することが可能である．   

また，図6．5では測定値のばらつきが大きく分かりにくいが，図6．4の（1，1）モー  

ド彼の場合には，透過率測定値が極小となる周波数付近の周波数範囲で，スリッ  

ト径が大きい（スリットが深い）ほど透過率測定値が小さくなっている．平面波  

と同様，単純比較はできないが，高次モード彼の場合も，傾向的にはスリットが  

深いほど音波がスリットを透過しにくくなるといえる．  

以上のように，平面波と高次モード波の両方において，測定値と計算結果との  
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間に，測定条件（スリット深さ）にかかわらず有意な関係があることが示され  

た．第5章の理論計算では，音波の波長よりも極めて短い帽を持つスリットでの  

音場を，ダクト軸方向へ伝ばする音波の重ね合わせとして扱ったが，十分に高次  

なモード汲までを含めて計算したことにより，本研究の計算手法がスリットに適  

用可能であったということができる．   

さいごに，図6．3～図6．5において，モードの違いに基づく透過率測定値の違い  

について考察する．3つの図は，いずれもス リット径ds＝鱒0．Ommでの測定値を  

含んでいるので，このときのデータをもとに比較することが可能である．このス  

リット径での透過率測定値の最小値を具体的に示すと，平面波・（1，1）モード波・  

（2，1）モード彼の順に0．53，0．34，0．21となっており，モードが高次になるに従っ  

て小さな値となる．また，5。4。3項において，モードが高次になるに従って透過率  

が減少する周波数帯域幅が広くなることを示したが，図6．3～図6．5の測定値にっ  

いても，これと同様の傾向がみられる．すなわち，モードが高次になるに従っ  

て，透過率が下がる傾向にあり，音波は相対的にスリットを透過しにくくなると  

いえる．3・3。1項で考察したとおり，平面波・（1，1）モード波・（2，1）モード彼の順  

に，断面内音庄分布の壁面付近への偏りが大きくなるので，実際の音場では，こ  

の順に，壁面に設けられたスリットの影響を受けやすくなると物理的には考える  

ことができる．  

6・4 まとめ  

第5章において理論計算により示した，ダクト壁面に設けた細いスリットによ  

る透過率の減少を，各モードの音波に対して，スリット深さを変えながら音波の  

透過率を測定することにより検証した．   

得られた結果をまとめると，以下のようになる．  

（1）スリットでの，特定の周波数における音波の透過率の減少が，各モード波  

に対して，測定結果からも明らかに示された．  

（2）透過率測定値の橿小値は，測定したすべてのモードおよびスリット深さに  

おいて，計算結果と異なり0にはならない．  
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（3）透過率測定値が極小となる周波数は，測定したすべてのモードおよびス  

リット探さにおいて，計算される周波数よりもやや小さい備になる．  

（4）透過率が極小となる周波数付近の周波数範囲での透過率測定値は，モード  

にかかわらず，スリットが深くなるに従って小さくなる．すなわち，スリットが  

深いほど音波はスリットを透過しにくくなる傾向にある．  

（5）透過率測定値の極力、億は，モードが高次になるに従って小さくなり，透過  

率が減少する周波数帯域帽は，モードが高次になるに従って広くなる．すなわ  

ち，モードが高次になるほど音波はスリットを透過しにくくなるといえる．  

（6）測定結果と計算結果との間に差異を生じたものの，両者は強く相関してお  

り，第5車の計算方法を用いて，スリットでの音波の透過特性，特に，スリット  

での透過率が極小となる周波数をほぼ正確に予測することが可能である．   

なお，第5章および本章で示した音響フィルタとしてのスリットは，効果の現  

れる周波数帯域は狭いものの，流体抵抗が小さいという特徴を持つと考えられ  

る．また，形状が簡単であり，ダクト軸方向に関しては広い設置スペースを必要  

としない．このため，ダクトを伴う機械の中で，流れを伴い，特定の高周波数騒  

音を発生しているものに対する消音器として有効に適用できると思われる．ま  

た，ジェットエンジンの入口ダクトのような大径のものに適用できる可能性もあ  

る．さらに，同径のスリットあるいは異径のスリットを並置することにより，消  

音効果を高めたり，消音する周波数帯域を広げることが可能と考えられる．  
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第7葦 総括および結論   

本研究は，断面変化を伴う円形ダクト内の音波の伝ば特性を，平面波のみなら  

ず高次モード汲まで含めて，理論計算と測定の両面から明らかにしたものであ  

る・急変あるいはテーパ状に拡大・縮小する断面変イヒ部での音波の反射・透過特  

性を，単一モード改発生可能な音源を持つ実験装置によって測定するとともに，  

ダクト内音場の理論式をもとに導いた，音波の音庄備に関する連立方程式を用い  

て数値計算し，測定結果と計算結果とを比較・検討した．さらに，これらの結果  

をもとに明らかにした，ダクトの内壁面に細いスリット状の断面膨張部を設ける  

ことによる音波の透過率の減少について，理論・測定の両面から言及した．   

得られた内容をまとめると，以下のようになる．   

第2章では，円形ダクト内を伝ばする音波の理論式を示し，無限長円形ダクト  

内の1つの不連続断面変化部に入射する音波の反射・透過率を計算するための，  

音庄値に関する連立方程式を示した．この道立方程式は，従来の研究において示  

されているものよりも簡潔であるが，平面波を含むすべてのモードの音波に適用  

できる．   

第3章では，急変あるいほテーパ状に拡大・縮小する断面変化部での音波の反  

射・透過率の測定値を示した．また，反射・透過率を算出するために必要なダク  

ト内音波の距離減衰率測定値についても示した．測定対象としたのは，平面波お  

よび，従来の研究では測定結果がほとんど示されていない高次モード彼の（1，1）モ  

ード波・（2，1）モード波である．任意の周波数に対する測定結果より，距離減衰率  

および反射・透過率のモードおよび周波数に対する変化について示し，考察を加  

えた．断面がテーパ状に変化する場合には，高次モード波は反射しにくくなる傾  

向を示したが，このことから予想される値よりも透過率測定値は小さくなり・テ  

ーパ状断面変化部内での音波の減衰が反射・透過率に影響するものと考えた・  

第4章では，第2章の理論計算式をもとに，断面がテーパ状に変化する場合で  
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の理論計算方法について示した．また，数値計算精度を高めるための検討を行  

い，第2章の連立方程式をガウスの消去法を用いて解き，反復改良法による補正  

計算を繰り返せば十分な精度で計算できることを示した．計算精度の評価は，断  

面変化部における入射・反射・透過波が持つエネルギの値を計算し，これらのつ  

りあいを確認することにより行った．第3章の測定結果に対応する各モードおよ  

び各断面変化部での計算を行い，計算結果と測定値とを比較した．計算において  

テーパ状断面変化部内での減衰を考慮していないことや，測定装置の寸法形状に  

起因する測定誤差があるために，計算結果と測定値との間に差異が生じる場合も  

あったが，両者はおおむね一致しており，本研究の理論解析によって断面変化部  

での音波の反射・透過特性を正確に予測できることが示せた．   

第5章では，第2章と第4章において示した理論式をもとに，単一膨張空洞形  

のリアクティブ形消音器に，高周波数の平面扱および高次モード披が入射する場  

合の理論計算方法と計算結果を示し，検討を加えた．その結果，通常の音響フィ  

ルタとしての単一断面膨脹部に平面波が入射する場合においても，高周波数範囲  

においては本研究の計算方法を用いる必要があることが分かった．また，断面膨  

脹部のダクト軸方向長さを極めて短くした場合について計算し，このスリット状  

の断面膨張部に入射する各モード波の透過率が，そのモード波が伝ば可能である  

周波数範囲内の任意の周波数において減少することを明らかにした．この結果を  

導きえたのは，本研究の計算方法を用い，十分に高次なモード汲までを含めて計  

算を行ったからである．このスリットでの透過特性を，音波のモード・周波数お  

よびダクト径・スリット帽・スリット深さを変化させながら検討した．その結  

果，モードの次数が高くなるに従って透過率が減少する周波数帯域帽が広くなる  

こと，透過特性はダクト径にかかわらず，スリット幅よりもスリット深さに大き  

く依存し，透過率が減少する周波数がスリット深さにほほ反比例することを示し  

た．   

第6章では，第5章において理論解析したスリットでの音波の透過率の減少  

を，測定により検証した．測定結果からも，スリットでの透過率が特定の周波数  

において減少することを明らかに示しえた．スリットでの透過率測定値の極小値  
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は，計算結果と異なり0にはならなかったが，スリットが深いほど，またモード  

の次数が高いほど0に近づきスリットを透過しにくくなる傾向が現れた．透過率  

測定値が極小となる周波数は，測定したすべての条件において，計算される周波  

数よりもやや低い値となったものの，両者はほほ近い値であった．測定値と計算  

結果との間には明確射目関があり，第5章の理論計算によって，スリットでの音  

波の透過特性をほぼ正確に予測できることが示せた．   

以上のように，本研究では，無限長円形ダクトの途中に断面急変部・テーパ状  

断面変化部およびスリット状断面膨脹部がある場合を考え，おのおのについて高  

次モード波を含めて，音波の伝ば特性の理論計算と測定を行った．これらにおけ  

る計算結果は，いずれも測定結果を再現するものであった．特に，ダクト軸方向  

長さが極めて短いスリット，すなわち，直径が大きく変化する2つの断面急変部  

が極めて近接している場合においても計算による評価が可能であったことから，  

第2章での理論式を種々の断面変化の形状に対して拡張することの有効性の高さ  

が確認できたものと考える．このことから，本研究の理論計算方法を，ダクトと  

同心に変化する種々の断面変化の形状に対して，さらに拡張し検討することによ  

り，本研究に示したもの以外にもダクト内音波の伝ばに関して有意である断面変  

化の形状を見いだすことが可能であると期待できる．また，第5章・第6章に示  

したスリットは，従来着想されていない形状の音響フィルタであり，その応用性  

を検討することにより工業上での実用化が期待される．  
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